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(57)【要約】
低電力無線通信技術は、無線ボディ・エリア・ネットワ
ーク、無線パーソナル・エリア・ネットワーク、または
いくつかの他のタイプの無線ネットワーク・リンクを介
して通信するデバイスで用いられることができる。いく
つかの局面において、デバイスは、１または複数のイン
パルス・ベースの超広帯域チャネルを介して通信するこ
とができる。パルス間デューティ・サイクリングは、デ
バイスの電力消費を低減するために用いられることがで
きる。電力は、パルス間デューティ・サイクリングに従
って容量性要素を充電しかつ放電することによって、パ
ルスの送信および受信のために提供されることができる
。サブパケット・データは、共通周波数帯域を介して送
信かつ受信されることができる。セル電話は、無線通信
リンクを介して２つ以上の周辺装置にマルチキャストす
ることができる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　パケットの一部を処理する方法であって、
　少なくとも１つのパルスの第１のセットを送信することと、
　前記少なくとも１つのパルスの第１のセットを送信した後、パケットの一部を表す少な
くとも１つのパルスを受信することと、
　前記少なくとも１つのパルスを受信した後、少なくとも１つの他のパルスを受信する前
に、少なくとも１つのパルスの第２のセットを送信することと
を備える方法。
【請求項２】
　前記パルスの送信および受信において共通周波数帯域が使用される請求項１に記載の方
法。
【請求項３】
　前記パルスを送信および受信するために、少なくとも１つの時間ホッピング・スキーム
が使用される請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記少なくとも１つの他のパルスは、パケットの別の一部を表す請求項１に記載の方法
。
【請求項５】
　前記少なくとも１つの他のパルスは、前記パケットの残りの部分を表す請求項１に記載
の方法。
【請求項６】
　前記受信された少なくとも１つのパルスは、１００未満のパルスを含む請求項１に記載
の方法。
【請求項７】
　前記少なくとも１つのパルスの第１のセットの送信と、前記少なくとも１つのパルスの
第２のセットの送信との間の時間持続期間は、２０マイクロ秒以下である請求項１に記載
の方法。
【請求項８】
　前記パルスの各々は、２０ナノ秒以下程度の時間持続期間を有する請求項１に記載の方
法。
【請求項９】
　前記パルスの各々は、ほぼ６ギガヘルツから１０ギガヘルツの範囲内の周波数帯域を有
する請求項１に記載の方法。
【請求項１０】
　前記パルスの各々は、２０％以上の程度の部分的な帯域幅を有しているか、５００メガ
ヘルツ以上の程度の帯域幅を有しているか、２０％以上の程度の部分的な帯域幅を有しか
つ５００メガヘルツ以上の程度の帯域幅を有している請求項１に記載の方法。
【請求項１１】
　前記パルスの送信と受信との間をデューティ・サイクリングすることを更に備える請求
項１に記載の方法。
【請求項１２】
　前記パルスの送信と受信との間のパルス間時間持続期間を変えることを更に備える請求
項１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記パルス間時間持続期間は、可変パルス繰り返し期間、可変符合化レート、および時
間ホッピング・シーケンスからなるグループのうちの少なくとも１つに基づいて変えられ
る請求項１２に記載の方法。
【請求項１４】
　前記受信された少なくとも１つのパルスは、少なくとも１つのデータ・ビットを表すデ
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ータ・シンボルを表す請求項１に記載の方法。
【請求項１５】
　前記送信されたパルスは、他のパケットの一部に関連しており、前記パケットの一部は
、共通周波数帯域を介して交互に送信および受信される請求項１に記載の方法。
【請求項１６】
　前記送信されたパルスおよび前記受信されたパルスによって、マルチキャスト・セッシ
ョンのためのトラフィックが運ばれ、前記パルスの送信および受信において、共通周波数
帯域が使用される請求項１に記載の方法。
【請求項１７】
　前記送信されたパルスは、複数のデバイスに送信されたマルチキャスト・ストリームに
関連しており、
　前記受信された少なくとも１つのパルスは、前記デバイスからの受信された複数のユニ
キャスト・ストリームのうちの少なくとも１つに関連しており、
　前記パルスの送信および受信において、共通周波数帯域が使用される
請求項１に記載の方法。
【請求項１８】
　送信されたパルスと受信されるパルスとの間の衝突を識別することと、
　前記衝突の識別に基づいて、誤り訂正スキームを調節することと
を更に備える請求項１に記載の方法。
【請求項１９】
　前記衝突に関連する受信されたパルスを処理するか否かを動的に判定することを更に備
える請求項１８に記載の方法。
【請求項２０】
　前記判定は、前記受信されたパルスの受信に関連する信頼度レベルに基づく請求項１９
に記載の方法。
【請求項２１】
　パケットの一部を処理するための装置であって、
　少なくとも１つのパルスの第１のセットを送信するように適応された送信機と、
　前記少なくとも１つのパルスの第１のセットを送信した後、パケットの一部を表す少な
くとも１つのパルスを受信するように適応された受信機とを備え、
　前記送信機は更に、前記少なくとも１つのパルスを受信した後、少なくとも１つの他の
パルスを受信する前に、少なくとも１つのパルスの第２のセットを送信するように適応さ
れた装置。
【請求項２２】
　前記送信機および受信機は、前記パルスの送信および受信のために共通周波数帯域を使
用する請求項２１に記載の装置。
【請求項２３】
　前記送信機および受信機は、前記パルスを送信および受信するために、少なくとも１つ
の時間ホッピング・スキームを使用する請求項２１に記載の装置。
【請求項２４】
　前記少なくとも１つの他のパルスは、パケットの別の一部を表す請求項２１に記載の装
置。
【請求項２５】
　前記少なくとも１つの他のパルスは、前記パケットの残りの部分を表す請求項２１に記
載の装置。
【請求項２６】
　前記受信された少なくとも１つのパルスは、１００未満のパルスを備える請求項２１に
記載の装置。
【請求項２７】
　前記少なくとも１つのパルスの第１のセットの送信と、前記少なくとも１つのパルスの
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第２のセットの送信との間の時間持続期間は、２０マイクロ秒以下である請求項２１に記
載の装置。
【請求項２８】
　前記パルスの各々は、２０ナノ秒以下程度の時間持続期間を有する請求項２１に記載の
装置。
【請求項２９】
　前記パルスの各々は、ほぼ６ギガヘルツから１０ギガヘルツの範囲内の周波数帯域を有
する請求項２１に記載の装置。
【請求項３０】
　前記パルスの各々は、２０％以上の程度の部分的な帯域幅を有しているか、５００メガ
ヘルツ以上の程度の帯域幅を有しているか、２０％以上の程度の部分的な帯域幅を有しか
つ５００メガヘルツ以上の程度の帯域幅を有している請求項２１に記載の装置。
【請求項３１】
　前記パルスの送信と受信との間のデューティ・サイクリングを提供するように適応され
た状態コントローラを更に備える請求項２１に記載の装置。
【請求項３２】
　前記パルスの送信と受信との間のパルス間時間持続期間を変えるように適応されたパル
ス・タイミング・コントローラを更に備える請求項２１に記載の装置。
【請求項３３】
　前記パルス間時間持続期間は、可変パルス繰り返し期間、可変符合化レート、および時
間ホッピング・シーケンスからなるグループのうちの少なくとも１つに基づいて変えられ
る請求項３２に記載の装置。
【請求項３４】
　前記受信された少なくとも１つのパルスは、少なくとも１つのデータ・ビットを表すデ
ータ・シンボルを表す請求項２１に記載の装置。
【請求項３５】
　前記送信されたパルスは、他のパケットの一部に関連しており、前記送信機および受信
機は、前記パケットの一部を、共通周波数帯域を介して交互に送信および受信する請求項
２１に記載の装置。
【請求項３６】
　前記送信されたパルスおよび前記受信されたパルスによって、マルチキャスト・セッシ
ョンのためのトラフィックが運ばれ、前記送信機および受信機は、前記パルスの送信およ
び受信のために共通周波数帯域を使用する請求項２１に記載の装置。
【請求項３７】
　前記送信されたパルスは、複数のデバイスに送信されたマルチキャスト・ストリームに
関連しており、
　前記受信された少なくとも１つのパルスは、前記デバイスからの受信された複数のユニ
キャスト・ストリームのうちの少なくとも１つに関連しており、
　前記送信機および受信機は、前記パルスの送信および受信のために、共通周波数帯域を
使用する請求項２１に記載の装置。
【請求項３８】
　送信されたパルスと受信されるパルスとの間の衝突を識別することと、前記衝突の識別
に基づいて、誤り訂正スキームを調節することとのために適応された誤り訂正プロセッサ
を更に備える請求項２１に記載の装置。
【請求項３９】
　前記誤り訂正プロセッサは更に、前記衝突に関連する受信されたパルスを処理するか否
かを動的に判定するように適応された請求項３８に記載の装置。
【請求項４０】
　前記判定は、前記受信されたパルスの受信に関連する信頼度レベルに基づく請求項３９
に記載の装置。
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【請求項４１】
　パケットの一部を処理するための装置であって、
　少なくとも１つのパルスの第１のセットを送信する手段と、
　前記少なくとも１つのパルスの第１のセットを送信した後、パケットの一部を表す少な
くとも１つのパルスを受信する手段とを備え、
　前記送信する手段は、前記少なくとも１つのパルスを受信した後、少なくとも１つの他
のパルスを受信する前に、少なくとも１つのパルスの第２のセットを送信する装置。
【請求項４２】
　前記送信する手段および前記受信する手段は、前記パルスの送信および受信のために共
通周波数帯域を使用する請求項４１に記載の装置。
【請求項４３】
　前記送信する手段および前記受信する手段は、前記パルスを送信および受信するために
、少なくとも１つの時間ホッピング・スキームを使用する請求項４１に記載の装置。
【請求項４４】
　前記少なくとも１つの他のパルスは、パケットの別の一部を表す請求項４１に記載の装
置。
【請求項４５】
　前記少なくとも１つの他のパルスは、前記パケットの残りの部分を表す請求項４１に記
載の装置。
【請求項４６】
　前記受信された少なくとも１つのパルスは、１００未満のパルスを備える請求項４１に
記載の装置。
【請求項４７】
　前記少なくとも１つのパルスの第１のセットの送信と、前記少なくとも１つのパルスの
第２のセットの送信との間の時間持続期間は、２０マイクロ秒以下である請求項４１に記
載の装置。
【請求項４８】
　前記パルスの各々は、２０ナノ秒以下程度の時間持続期間を有する請求項４１に記載の
装置。
【請求項４９】
　前記パルスの各々は、ほぼ６ギガヘルツから１０ギガヘルツの範囲内の周波数帯域を有
する請求項４１に記載の装置。
【請求項５０】
　前記パルスの各々は、２０％以上の程度の部分的な帯域幅を有しているか、５００メガ
ヘルツ以上の程度の帯域幅を有しているか、２０％以上の程度の部分的な帯域幅を有しか
つ５００メガヘルツ以上の程度の帯域幅を有している請求項４１に記載の装置。
【請求項５１】
　前記パルスの送信と受信との間のデューティ・サイクリングを行う手段を更に備える請
求項４１に記載の装置。
【請求項５２】
　前記パルスの送信と受信との間のパルス間時間持続期間を変える手段を更に備える請求
項４１に記載の装置。
【請求項５３】
　前記パルス間時間持続期間は、可変パルス繰り返し期間、可変符合化レート、および時
間ホッピング・シーケンスからなるグループのうちの少なくとも１つに基づいて変えられ
る請求項５２に記載の装置。
【請求項５４】
　前記受信された少なくとも１つのパルスは、少なくとも１つのデータ・ビットを表すデ
ータ・シンボルを表す請求項４１に記載の装置。
【請求項５５】
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　前記送信されたパルスは、他のパケットの一部に関連しており、前記送信する手段およ
び前記受信する手段は、前記パケットの一部を、共通周波数帯域を介して交互に送信およ
び受信する請求項４１に記載の装置。
【請求項５６】
　前記送信されたパルスおよび前記受信されたパルスによって、マルチキャスト・セッシ
ョンのためのトラフィックが運ばれ、前記送信する手段および前記受信する手段は、前記
パルスの送信および受信のために共通周波数帯域を使用する請求項４１に記載の装置。
【請求項５７】
　前記送信されたパルスは、複数のデバイスに送信されたマルチキャスト・ストリームに
関連しており、
　前記受信された少なくとも１つのパルスは、前記デバイスからの受信された複数のユニ
キャスト・ストリームのうちの少なくとも１つに関連しており、
　前記送信する手段および前記受信する手段は、前記パルスの送信および受信のために、
共通周波数帯域を使用する
請求項４１に記載の装置。
【請求項５８】
　送信されたパルスと受信されるパルスとの間の衝突を識別し、前記衝突の識別に基づい
て、誤り訂正スキームを調節することによって誤りを訂正する手段を更に備える請求項４
１に記載の装置。
【請求項５９】
　前記誤りを訂正する手段は、前記衝突に関連する受信されたパルスを処理するか否かを
動的に判定する請求項５８に記載の装置。
【請求項６０】
　前記判定は、前記受信されたパルスの受信に関連する信頼度レベルに基づく請求項５９
に記載の装置。
【請求項６１】
　パケットの一部を処理するためのコンピュータ・プログラム製品であって、
　少なくとも１つのパルスの第１のセットを送信し、
　前記少なくとも１つのパルスの第１のセットを送信した後、パケットの一部を表す少な
くとも１つのパルスを受信し、
　前記少なくとも１つのパルスを受信した後、少なくとも１つの他のパルスを受信する前
に、少なくとも１つのパルスの第２のセットを送信する
ように、少なくとも１つのコンピュータによって実行可能なコード群を備えたコンピュー
タ読取可能媒体を備えたコンピュータ・プログラム製品。
【請求項６２】
　無線通信用のヘッドセットであって、
　少なくとも１つのパルスの第１のセットを送信するように適応された送信機と、
　前記少なくとも１つのパルスの第１のセットを送信した後、パケットの一部を表す少な
くとも１つのパルスを受信するように適応された受信機とを備え、
　前記送信機は更に、前記少なくとも１つのパルスを受信した後、少なくとも１つの他の
パルスを受信する前に、少なくとも１つのパルスの第２のセットを送信するように適応さ
れ、
　前記ヘッドセットは更に、前記受信された少なくとも１つのパルスに部分的に基づいて
、可聴出力を提供するように適応されたトランスデューサを備えるヘッドセット。
【請求項６３】
　無線通信用の時計であって、
　少なくとも１つのパルスの第１のセットを送信するように適応された送信機と、
　前記少なくとも１つのパルスの第１のセットを送信した後、パケットの一部を表す少な
くとも１つのパルスを受信するように適応された受信機とを備え、
　前記送信機は更に、前記少なくとも１つのパルスを受信した後、少なくとも１つの他の
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パルスを受信する前に、少なくとも１つのパルスの第２のセットを送信するように適応さ
れ、
　前記時計は更に、前記受信された少なくとも１つのパルスに部分的に基づいて、視覚出
力を提供するように適応されたディスプレイを備える時計。
【請求項６４】
　無線通信用の医療デバイスであって、
　少なくとも１つのパルスの第１のセットを送信するように適応された送信機と、
　前記少なくとも１つのパルスの第１のセットを送信した後、パケットの一部を表す少な
くとも１つのパルスを受信するように適応された受信機とを備え、
　前記送信機は更に、前記少なくとも１つのパルスを受信した後、少なくとも１つの他の
パルスを受信する前に、少なくとも１つのパルスの第２のセットを送信するように適応さ
れ、
　前記医療デバイスは更に、前記送信機によって送信されるパルスを提供するために、検
知されたデータを生成するように適応されたセンサを備える医療デバイス。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本出願は、一般に無線通信に関し、様々な局面において、パルス間デューティ・サイク
リング、デューティ・サイクリング電力スキーム、サブパケット通信、および無線デバイ
スと複数の周辺装置との間の無線通信に関する。
【背景技術】
【０００２】
　無線通信システムは、様々なエンド・ユーザをサポートするように設計されることがで
きる。ここで、１つ以上のトレードオフは、有効範囲領域、通信帯域幅、データ転送レー
ト、接続性の容易さ、電力消費、および他のシステム・パラメータに関してなされうる。
例えば、セルラ電話ネットワークは、非常に広いエリアにわたる無線有効範囲を提供し、
かつ接続性の容易さを提供するように最適化されうる。対照的に、例えばＷｉ－Ｆｉネッ
トワークなどの無線ローカル・エリア・ネットワークは、無線有効範囲領域のサイズおよ
び恐らくは接続性の容易さを犠牲にして、高速接続性を提供するように最適化されること
ができる。他方、無線ボディ・エリア・ネットワークまたは無線パーソナル領域は、さら
により小さい無線有効範囲領域の使用を介して達成されうることができる低電力消費を提
供するように最適化されることができる。
【０００３】
　後者のネットワークの形態の一実施例として、無線パーソナル領域ネットワークは、家
庭または小さなオフィスにおけるデバイスの接続性を提供することができ、または個人に
よって搬送されるデバイスの接続性を提供するために使用されることができる。典型的な
シナリオにおいて、無線パーソナル領域ネットワークは、３０メートル程度の範囲内のデ
バイスの接続性を提供することができる。いくつかのアプリケーションにおいて、無線パ
ーソナル・エリア・ネットワークを構成する１または複数のデバイスは、可搬デバイスで
あり得る。例えば、セル電話は、例えばＢｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商標）などの無線パー
ソナル・エリア・ネットワークを介してヘッドセットと通信することができる。
【０００４】
　一般に、そのような可搬デバイスの電力消費を低減することが望ましい。例えば、より
少ない電力しか消費しないデバイスは、より小さいバッテリを利用することができ、また
はより少ない頻度のバッテリ再充電またはバッテリ交換しか必要としなくて良い。前者の
シナリオにおいて、デバイスは、潜在的に、より小さな形態要因でかつより低いコストで
製造されうる。後者の場合、デバイスは、ユーザの使用により便利であることができ、ま
たは所有のための全体コストを低く抑えることができる。
【０００５】
　例えばＢｌｕｅｔｏｏｔｈ（例えば、ＩＥＥＥ８０２．１５．１）およびＺｉｇｂｅｅ
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（例えば、ＩＥＥＥ８０２．１５．４に基づく）などのいくつかのパーソナル・エリア・
ネットワークは、デバイス全体の電力消費を低減するためにパワー・ダウン戦略を用いる
ことができる。例えば、デバイスがパケットを伝送または受信した後、デバイスは、所定
の時間期間、デバイスの所定部分（例えば無線）をパワー・ダウンすることができる。こ
こで、伝送側で、デバイスは、送信する他のパケットが存在するまで低電力状態にとどま
ることができる。逆に、受信側で、デバイスは、他のデバイスがデータを送信することを
試みるかどうかを判定するために、定期的な間隔で低電力状態からアウェイクすることが
できる。
【０００６】
　所定のボディ・エリア・ネットワーク・アプリケーションにおいても、低電力デバイス
を用いることも望ましい。一般的な構成において、ボディ・エリア・ネットワークは、個
人によって着用されるまたは搬送される、あるいは車両、部屋、またはいくつかの他の比
較的より小さなエリア内に組み込まれるか配置されるデバイス間の接続性を提供すること
ができる。従って、ボディ・エリア・ネットワークは、いくつかの実施において１０メー
トル程度の無線有効範囲領域を提供することができる。いくつかのアプリケーションにお
いて、ボディ・エリア・ネットワークを構築するデバイスは、可搬デバイスであることが
でき、または好ましくは比較的メンテナンスの低いデバイスでありうる。その結果、比較
的小さな量の電力を消費するデバイスが、これらおよびその他のタイプのアプリケーショ
ンで有利に用いられうる。
【発明の開示】
【０００７】
　　（３５Ｕ．Ｓ．Ｃ§１１９の下の優先権主張）
　本出願は、それぞれの開示が参照によって本明細書に組み込まれる、共通に所有される
、選任された代理人整理番号第０６１２０２Ｐ１号の２００６年４月２６日に出願された
米国特許仮出願第６０／７９５４３５号、および選任された代理人整理番号第０６１２０
２Ｐ２号の２００６年４月２８日に出願された米国特許仮出願第６０／７９５７７１号の
恩恵および優先権を主張する。
【発明の概要】
【０００８】
　本開示のサンプルの局面の概要を以下に示す。本明細書における局面に対する任意の参
照は、本開示の１または複数の局面を参照することができることが理解されるべきである
。
【０００９】
　本開示は、いくつかの局面において、無線ボディ・エリア・ネットワーク、無線パーソ
ナル・エリア・ネットワーク、またはその他いくつかのタイプの無線ネットワーク・リン
クを介して通信するデバイスに関する低電力無線通信技術に関する。いくつかの局面にお
いて、通信は、超広帯域通信を備えることができる。例えば、ネットワークまたはリンク
にわたるシグナリングは、５００ＭＨｚ以上の程度の帯域幅を有することができる。
【００１０】
　本開示は、いくつかの局面において、インパルス・ベースの通信に関する。いくつかの
実施において、対応するシグナリング・パルスは、超広帯域パルスを備えることができる
。例えば、いくつかの実施において、送信される各パルスの持続期間は、１ナノ秒以下の
程度であることができる。いくつかの実施において、パルスはまた、比較的低いデューテ
ィ・サイクルを有して生成されることができる。すなわち、パルス繰り返し期間は、パル
スの持続期間に対して比較的長い。
【００１１】
　本開示は、いくつかの局面において、パルス間デューティ・サイクリングに関する。こ
こで、デューティ・サイクリングは、パルスの送信、パルスの受信、または両方の間（例
えば、連続する送信および受信パルス間）で、いくつかの方法で、デバイスによって消費
される電力を低減することを称する。いくつかの実施において、電力消費は、デバイスの
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１または複数の無線回路（例えば、構成要素の一部、全ての構成要素、いくつかの構成要
素）をディセーブルする（例えば、パワーをオフにする）によって低減される。いくつか
の実施において、電力消費は、デバイスの１または複数の無線回路のクロック信号の周波
数を下げることによって低減される。
【００１２】
　いくつかの局面において、パルスは、可変パルス間の時間持続期間に従って生成されう
る。例えば、パルス繰り返し期間は、パルスの異なるセットが、異なる時間持続期間によ
って分離されるように変えられうる。いくつかの実施において、パルス間の時間持続期間
は、時間ホッピング・シーケンスに従って変えられうる。
【００１３】
　いくつかの局面において、パルス繰り返し期間は、データ符号化に動的に依存しうる。
例えば、チャネルに関連付けられるパルス繰り返しレートは、可変レート符号器（例えば
、ソース符号器またはチャネル符号器）によるデータ出力のデータ・レートにおける任意
の変化に対応するように調節されうる。その結果、パルス間デューティ・サイクリングの
パワー・オン時間は、符号化スキーム（coding scheme）にも依存しうる。例えば、符号
器からのデータのデータ・レートにおける減少は、送信されたパルスに関してより低いデ
ューティ・サイクルの使用を可能にしうる。
【００１４】
　本開示は、いくつかの局面において、パルス間デューティ・サイクリングに従って容量
性要素を充電および放電することに関する。例えば、容量性要素は、パルスが送信または
受信されないときに充電されることができ、次に、パルスが送信または受信されていると
きにデバイスに給電するために放電されうる。このように、パルス間デューティ・サイク
リングのパワー・オン時間の間のデバイスのバッテリからのピーク電流消費は、デバイス
のバッテリから引き出される平均電流に対してより良くマッチしうる。
【００１５】
　本開示は、いくつかの局面において、共通周波数帯域にわたってサブパケット・データ
の同時送信および受信に関する。例えば、パケットの少なくとも一部を備える１または複
数のパルスの送信後に、他のパケットの一部に関連付けられた１または複数のパルスは、
同じ周波数帯域を介して受信される。パルスのこの受信の後、同じ周波数帯域を介して、
パケットの少なくとも一部を備える１または複数のパルスの送信が続く。
【００１６】
　本開示は、いくつかの局面において、無線デバイス（例えば、セル電話）と２つ以上の
周辺装置（例えば、ヘッドセット）との間の通信に関する。いくつかの局面において、無
線デバイスは、１または複数の無線通信リンクを介して２つ以上の周辺装置にマルチキャ
ストすることができる。いくつかの局面において、周辺装置は、１または複数の無線通信
リンクを介して、２つ以上のデバイス（例えば、無線デバイスおよび他の周辺装置）にマ
ルチキャストすることができる。いくつかの局面において、このマルチキャストすること
は、共通の周波数帯域を介したマルチキャスト関連サブパケット・トラフィックの同時に
存在する送信および受信を含む。
【００１７】
　本開示のこれらおよび他の特徴、局面、および利点は、以下の詳細な記載、特許請求の
範囲、および添付図面に関して考慮したとき、より完全に理解される。
【００１８】
　通常の慣例に従って、図面に示された様々な機能は、同一縮尺で描かれていないことが
ある。従って、様々な機能の大きさは、明瞭性のために任意に拡大または縮小されうる。
さらに、いくつかの図面は、明瞭性のために単純化されうる。このように、図面は、所与
の装置（例えば、デバイス）または方法の構成要素の全てを描かないことがありうる。最
後に、同一参照符号は、明細書および図面を通して同一の機能を示すために使用されうる
。
【詳細な説明】
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【００１９】
　本開示の様々な局面が、以下に記載される。本明細書における教示は、広範な形態で具
体化されることができ、または本明細書に開示される任意の特定の構造、機能、またはそ
れら両方は、単に典型であることが明らかである。本明細書の教示に基づいて、本明細書
に開示される局面は、任意の他の局面とは無関係に実施されることができ、かつ２つ以上
のこれら局面が、様々な方法で組み合わせられうることを、当業者は理解すべきである。
例えば、本明細書に示される任意の数の局面を使用して、装置が実現され、または方法が
実行されうる。さらに、本明細書に示される１または複数の局面に加えて、または１また
は複数の局面以外の他の構造、機能、または構造および機能を使用して、そのような装置
が実現され、またはそのような方法が実行されうる。例えば、いくつかの局面において、
パルスを提供する方法は、符号化された情報を生成することと、符号化された情報に基づ
いてパルスを送信することと、パルスの送信間でデューティ・サイクルすることとを備え
る。さらに、いくつかの局面において、パルスを提供するこの方法は、可変レート符号化
に基づきパルスの送信のタイミングを調節することも備える。
【００２０】
　図１は、１または複数の無線通信リンク（例えば、通信リンク１１０、１１２、および
１１４）を介して互いに通信するように構成された、いくつかの無線通信デバイス１０２
、１０４、１０６、および１０８を含むシステム１００のサンプル局面を示す。各デバイ
ス１０２、１０４、１０６、および１０８それぞれは、他のデバイスとの無線通信を確立
するために、１または複数の信号プロセッサ１１６、１１８、１２０、および１２２、な
らびにＲＦ無線構成要素１２４、１２６、１２８、および１３０（例えば、無線トランシ
ーバ）を含む。
【００２１】
　いくつかの実施において、デバイス１０２、１０４、１０６、および１０８は、無線ボ
ディ・エリア・ネットワークまたはパーソナル・エリア・ネットワークの少なくとも一部
を形成することができる。例えば、デバイス１０２は、セル電話、携帯情報端末、または
個人エンターテイメント・デバイス（例えば、音楽またはビデオ・プレーヤ）などの無線
局を備えることができる。いくつかの実施において、デバイス１０４、１０６、および１
０８は、デバイス１０２のための周辺デバイスを備えることができる。例えば、デバイス
１０４は、１または複数の入力デバイス１３２（例えば、マイクロホン）および１または
複数の出力デバイス１３４（例えば、スピーカ）を含むヘッドセットを備えることができ
る。デバイス１０６は、１または複数の入力デバイス１３６（例えば、心拍センサなどの
センサ）を含む医療デバイスを備えることができる。デバイス１０８は、１または複数の
出力デバイス１３８（例えば、ディスプレイ）を含む時計を備えることができる。他の実
施において、デバイス１０２、１０４、１０６、および１０８は、他のタイプのデバイス
を備えることができ、かつ他のタイプの無線通信リンク（例えば、ネットワーク）を介し
て通信できることが理解されるべきである。
【００２２】
　デバイス１０２、１０４、１０６、および１０８は、互いに、いくつかの場合において
他のデバイス（図１に示されない）に様々なタイプのデータを送信することができる。例
えば、デバイス１０４は、デバイス１０４またはデバイス１０８によって出力されるべき
データ（例えば、マルチメヂィア情報またはメッセージ）を生成しまたは転送することが
できる。同様に、デバイス１０６は、デバイス１０２、１０４、および１０８のうちの任
意の１つによって出力されるべきデータ（例えば、心拍情報）を生成することができる。
ここで、マルチメヂィア情報は、例えば、オーディオ、ビデオ、画像、データ、または２
つ以上のこれらタイプの情報のいくつかの組み合わせを備えることができる。
【００２３】
　デバイス１０２は、１または複数の他の通信リンク（図示されていない）を介して他の
デバイスと通信することができる。例えば、デバイス１０２は、他のネットワーク（例え
ば、セルラ・ネットワーク、インターネットなど）に関連付けられているか、あるいは、
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これらへの接続性を提供する、有線または無線アクセス・ポイント（例えば、基地局）と
の通信を確立するように構成されるローカル・エリアまたはワイド・エリア通信プロセッ
サ１４０を含むことができる。従って、デバイス１０２、１０４、または１０６のうちの
何れかによって生成されたデータは、いくつかの他のデバイス（例えば、他のネットワー
クに取り付けられた電話機またはコンピュータ）に送信されることができる。同様に、他
のデバイスは、デバイス１０２、１０４、または１０８のうちの何れかによって出力され
るべきデータを提供することができる。
【００２４】
　以下により詳細に議論されるように、信号プロセッサ１１６、１１８、および１２０は
、他のデバイスに送信されるべきまたは他のデバイスから受信されるデータを処理するた
めに、それぞれ適切なソース符号化関連機能１４２、１４４、および１４６を提供するこ
とができる。例えば、そのようなソース符号化は、可変レート符号化、波形符号化、パル
ス・コード変調符号化、信号デルタ変調符号化、またはいくつかのタイプの符号化を含む
ことができる。
【００２５】
　いくつかの実施において、デバイス１０２、１０４、１０６、および１０８は、インパ
ルス・ベースの物理層を介して通信することができる。いくつかの局面において、物理層
は、比較的短い長さ（例えば、数ナノ秒以下の程度）および比較的広い帯域幅を有するこ
とができる超広帯域パルスを利用することができる。例えば、超広帯域パルスは、２０％
以上の程度の部分的な帯域幅を有し、５００メガヘルツ以上の程度の帯域幅を有し、また
は両方を有することができる。
【００２６】
　図２は、例えば、図１の符号器からの情報に基づいて生成されることができるいくつか
のパルス波形の単純化された実施例を示す。波形２０２は、送信されるべき一連のパルス
２０４を示す。波形２０６は、それらが、帯域通過フィルタを通過した後であるが送信前
に現れうるパルス２０４に対応するパルス２０８を示す。波形２１０は、それらが、通信
媒体を介した送信後に受信機に現れうるパルス２０８に対応するパルス２１２を示す。こ
こで、パルス２１２は、パルス２０８が通信媒体を介して受信機にわたるときに現れるマ
ルチパス遅延拡散により比較的広くなりうる。
【００２７】
　パルス２０４は、他のデバイスへ送信されるべき符号化されたデータに基づいて変調さ
れる。パルス２０４の変調は、例えば、パルス変調およびパルス位置変調を含む様々な形
態をとりうる。さらに、いくつかの実施において、パルスは、送信基準フォーマット（図
示されず）で送信されうる。
【００２８】
　いくつかの局面において、インパルス・ベースの超広帯域シグナリングは、超低電力通
信を提供するために非常に低いスペクトル効率で使用されうる。特に、図２の変調形態に
おいて、インパルスは、時間の比較的長い期間によって分離される。例えば、各パルス２
０４の持続期間２１４は、１ナノ秒未満（例えば、１００ピコ秒）でありうる一方、パル
ス繰り返し間隔２１６は、１００ナノ秒から１０マイクロ秒の程度であり得る。そのよう
な場合において、対応する送信機および受信機の回路（例えば、無線フロント・エンド）
は、それらが、パルスを送信または受信するのに必要なときだけパワー・オンされ、残り
の時間ではパワー・オフされるように、デューティ・サイクルされうる。
【００２９】
　一実施例として、毎秒１０Ｍｂｉｔの程度のデータ・レートは、１００ナノ秒毎にパル
スを送信または受信することによって１．５ＧＨｚの帯域幅を使用してサポートされうる
。各パルス２０８の持続期間が１ナノ秒の程度である実施例では、対応する送信機は、時
間の１パーセント未満、パワー・オンされうる。すなわち、送信機は、時間期間２１８の
間、パワー・オンされ、かつライン２２０によって表される時間期間の間、パワー・オフ
されうる。
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【００３０】
　さらに、各受信されたパルス２１２の持続期間２２２が、１０ナノ秒から２０ナノ秒の
程度である実施例において、対応する受信機は、時間の１０パーセント未満の間、オンさ
れうる。ここで、受信機は、時間期間２２２の間にパワー・オンされ、かつライン２２４
によって示される時間期間の間にオフにされうる。
【００３１】
　図２に示されるようなパルス間デューティ・サイクリングを用いて、比較的多い量の電
力を消費する送信機および受信機に関連付けられた回路が、デバイスが実際に送信または
受信するときにだけパワー・オンされるので、電力消費を低減することが達成されうる。
対照的に、例えばＢｌｕｅｔｏｏｔｈおよびＺｉｇｂｅｅなどの従来のアプローチは、比
較的低い平均電力消費を達成することを試みるパケット・レベルでの巨視的なデューティ
・サイクリングに依存する。すなわち、これらのアプローチにおいて、送信機回路および
受信機回路は、パケット全体の送信または受信の間にパワー・オンされることができ、そ
れによって本明細書で教示されるパルス間デューティ・サイクリング技術と比べてかなり
の量の電力を消費する。
【００３２】
　低デューティ・サイクルのインパルス・ベース・シグナリングおよびパルス間デューテ
ィ・サイクリングの使用は、様々な他の特徴とともに有利に用いられうる。例えば、いく
つかの局面において、パルス間時間の持続期間は、時間にわたって変わりうる。例えば、
いくつかの実施は、パルスの時間ホッピングを用いることができ、それによってパルスの
送信時間は、複数のアクセスおよびエルゴート処理利得（ergodic processing gain）を
容易にするためにランダムにディザされる（dithered）。いくつかの局面において、イン
パルス・ベース信号のパルス繰り返しレートは、可変レート符号器によって提供されるデ
ータの現在のデータ・レートに従って調節されうる。いくつかの局面において、パルス間
デューティ・サイクリングのパワー・オン時間の間のデバイスのピーク電流消費は、デバ
イスの平均電流引き出しに対してより良好にマッチされうる。ここで、容量性要素は、パ
ルス間デューティ・サイクリングのパワー・オフ時間の間に充電され、かつパルスを送信
および受信するために電力を提供するようにパワー・オン時間の間に放電される。いくつ
かの局面において、インパルス・ベース・シグナリングは、共通周波数帯域を介してサブ
パケット・データの効果的な同時送受信を提供するために使用されうる。いくつかの局面
において、無線デバイスは、いくつかの周辺装置と無線マルチキャストすることができる
。本明細書で教示されるように、インパルス・ベース・シグナリングのこれらおよび他の
局面および潜在的な利点は、図３乃至図１５に関連してより詳細に以下に記載される。
【００３３】
　図３は、例えば、図１の無線デバイスの１または複数の機能の少なくとも一部を実施す
ることができる装置３００の単純化された実施例を示す。装置３００は、受信されたイン
パルス・ベース信号を送信しかつ処理するためにインパルス・ベース信号を生成するため
のトランシーバ３０２（例えば、図１の無線装置に類似する）を含む。この装置は、送信
されるデータを処理するため、または受信されたデータを処理するための１または複数の
プロセッサ３０４および３０６（例えば、図１の信号プロセッサに類似する）も含む。さ
らに、装置３００は、図１の対応するデバイスに類似しうる１または複数の入力デバイス
３０８および出力デバイス３１０を含む。以下により詳細に議論されるように、装置３０
０は、また、パルス間デューティ・サイクリングを容易にするための状態コントローラ３
１２と、パルスの送信および受信のために電力を提供するための充電回路を含む電力コン
トローラ３１４と、パルスの相対タイミング（例えば、パルス間の時間持続期間）を制御
するための１または複数のパルス・タイミング・コントローラ３１６と、符号化スキーム
（例えば、ソース符号化スキームまたはチャネル符号化スキーム）に従ってパルス間の時
間持続期間（例えば、パルス繰り返しレート）を調節するための符号化調節コントローラ
３１８とを含むことができる。
【００３４】
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　装置３００のサンプル動作が、図４乃至図８、図１０、および図１２のフローチャート
に関連してより詳細に以下に議論される。利便性のために、これら図面の動作（または本
明細書に議論されまたは教示された任意の他の動作）は、特定の構成要素によって実行さ
れるものとして記載されうる。しかしながら、これら動作は、他のタイプの構成要素によ
って実行されることができ、かつ異なる数の構成要素を使用して実行されるうることが理
解されるべきである。本明細書に記載される１または複数の動作は、所与の実施で適用さ
れないことも認識されるべきである。
【００３５】
　図４および図５は、それぞれインパルス・ベース信号の送信および受信に関連して実行
されうるいくつかのサンプル動作を示す。ブロック４０２および５０２は、例えば、送信
機と受信機との間の通信チャネルを確立するために実行されうる動作に関する。従って、
これらの動作は、関連手順またはいくつかの他の手順の一部でありうる。
【００３６】
　ブロック４０２および５０２の動作は、チャネルにわたる信号の送信および受信を容易
にするトランシーバ動作（例えば、プロセッサ３０４および３０６によって実行される）
に関連する様々な通信パラメータを選択することを含みうる。そのような動作は、送信側
で、例えばソース符号化、ＭＡＣパケット化およびフォーマット化、チャネル符号化、イ
ンタリーブ、およびスクランブル化を含みうる。例えばデスクランブル、デインタリーブ
、チャネル復号化、ＭＡＣフレーム化の除去、およびソース復号化などの相補動作が、受
信側で実行されうる。
【００３７】
　ブロック４０２および５０２の動作は、パルスの生成に関連するパラメータを選択する
ことを含む。例えば、特定のパルス繰り返しレートが、チャネルに関して選択されうる。
さらに、いくつかの実施において、タイムスロットのセットが、パルスを時間ホッピング
するために規定されうる。この場合、ブロック４０２および５０２は、その内で各連続す
るパルスが現れる特定のタイムスロットを規定する時間ホッピング・シーケンスを選択す
ることを含むことができる。例えば、いくつかの実施において、ランダムまたは擬似ラン
ダムなシーケンスは、トランシーバ３０２に生成されかつ提供されることができる。
【００３８】
　次に図４の送信動作を参照すると、装置３００の入力デバイス３０８またはいくつかの
他の構成要素が、送信されるべき情報（データ）を提供した後、１または複数のプロセッ
サ３０４および３０６が、送信のための情報を処理する（ブロック４０４）。図３の実施
例において、符号化器３２０は、デバイス３０８からの情報をソース符号化することがで
きる。いくつかの実施において、ソース符号化は、チャネルにわたる情報の送信を容易に
するために、アナログ波形をデジタル波形に変換することに関連する。従って、ソース符
号化は、例えば波形符号化、パルス・コード変調符号化、またはシグマ・デルタ変調符号
化を備えることができる。いくつかの実施において、ソース符号化器３２０は、無損失（
lossless）／損失（lossy）符号化器を備えることができる。
【００３９】
　プロセッサ３０６は、ブロック４０２に関連して上記で議論された動作などの他の送信
関連動作を実行することができる。ブロック４０６に示すように、いくつかの実施におい
て、装置３００は、チャネル符号化スキームを実施するチャネル符号化器３２２を含むこ
とができ、それによって複数のパルスが、送信されるべき情報の各ビットを表すために使
用される。符号化スキームの実施例は、図１５に関連して以下により詳細に記載される。
【００４０】
　符号化された情報は、次に、変調されたパルスを生成しかつ送信する送信機３２４に提
供される。ブロック４０８によって示されるように、パルス生成器３２６は、符号化され
た情報に基づき（例えば、それによって変調され）パルスを生成する。ここで、いくつか
の実施は、例えばパルス位置変調またはオン／オフ・キーイングなどの非コヒーレント変
調技術を使用することができる。対照的に、いくつかの実施は、例えば送信された参照技



(14) JP 2009-535933 A 2009.10.1

10

20

30

40

50

術などのコヒーレント変調アプローチを使用することができる。そのような変調技術は、
パッシブ帯域通過フィルタが続くインパルス生成器を使用して送信を容易にすることがで
きる。この場合、送信機は、パルスのアクティブな持続期間の間のみオンされうる。本明
細書で議論されるように、そのようなパルスは、数ナノ秒または１ナノ秒未満の程度の持
続期間を有することができる。
【００４１】
　各生成されたパルスの時間における実際の位置は、選択されたパルス繰り返しレート、
時間ホッピング・シーケンス、またはいくつかの他の１つまたは複数のパラメータに依存
しうる（ブロック４１０）。いくつかの局面において、パルスは、可変パルス間の時間持
続期間に従って生成される。例えば、可変パルス間の時間持続期間は、可変パルス繰り返
し期間、時間ホッピング、または可変符号化に基づきうる。従って、パルス生成器３２６
は、パルス繰り返しレート・コントローラ３３４および時間ホッピング・シーケンス・コ
ントローラ３４２から受信した制御信号に基づきパルスを生成することができる。図６に
関連して以下で議論されるように、いくつかの実施において、パルス繰り返しレートは、
ソースまたはチャネル符号化に基づき動的に調節されうる。パルス生成器３２４によって
生成されたパルスは、電力増幅器３２８および帯域通過フィルタ３３０に提供され、次に
アンテナ３３２を介して送信される。
【００４２】
　図６に参照するように、いくつかの実施において、符号化器３２０、符号化器３２２、
またはその両方は、可変レート符号化器を備えることができる。そのような場合において
、符号化器３２０または３２２は、符号化器３２０または３２２に対する入力の内容に依
存して変わるレートでデータを出力することができる。一実施例として、符号化器３２０
は、入力デバイス３０８（例えば、マイクロホン）から受信した音声波形を符号化する可
変レート音声符号化器（ボコーダ）を備えることができる。ここで、音声波形が、時間の
所与の期間にわたる連続スピーチに関する事象において、符号化器３２０は、その時間の
期間の間にフル・レート（例えば、毎秒１６Ｋサンプル）でデータを出力することができ
る。対照的に、音声波形が、他の時間の期間にわたる断続スピーチに関する事象において
、符号化器３２０は、その時間の期間中、ハーフ・レート（例えば、毎秒８Ｋサンプル）
でデータを出力するように切り換えることができる。
【００４３】
　従って、図６におけるブロック６０２では先ず、適切な可変レート符号化スキームが選
択される。この動作は、例えば、ブロック４０２および５０２に関連して上記に記載され
るような関連手順の間に実行されることができる。
【００４４】
　ブロック６０４に示されるように、符号化器３２０は、入力デバイス３０８から符号化
されるべき情報を受信する。符号化器３２０は、次に、受信した情報の内容に基づいて、
適切な符号化レート（例えば、フル・レート、ハーフ・レートなど）を選択することがで
きる（ブロック６０６）。例えば、符号化レートは、規定された時間の期間にわたって到
来する情報の平均データ・レートに基づきうる。同様の動作は、次に、チャネル符号化器
３２２についてブロック６０４および６０６に関連して実行されうる。
【００４５】
　ブロック６０８によって示されるように、その後、符号化調節コントローラ３１８は、
１つまたは複数の符号レートに基づきパルスの送信のタイミングを調節することができる
。一実施例として、符号化器３２０がフル・レートでデータを出力するとき、パルスに関
するパルス繰り返しレートは、２００ナノ秒毎に出力するように規定されうる。対照的に
、符号化器３２０がハーフ・レートでデータを出力するとき、パルスに関するパルス繰り
返しレートは、４００ナノ秒毎にパルスを出力するように規定されうる。このために、コ
ントローラ３１８は、パルス生成器３２６に関するパルス繰り返しレートを規定するパル
ス繰り返しレート・コントローラ３３４を制御することができる。同様の調節は、チャネ
ル符号化器３２２に関連してブロック６０８でなされうる。



(15) JP 2009-535933 A 2009.10.1

10

20

30

40

50

【００４６】
　図４に関連して上記で議論された同様の方法で、送信機３２４は、ブロック６１０で符
号化された情報に従って変調されるパルスを生成する。次に、ブロック６１２で、送信機
３２４は、選択された送信タイミング（例えば、可変パルス間の時間持続期間）に従って
符号化された情報を送信する。
【００４７】
　次に図７を参照すると、パルスの送信（および以下に議論される受信と同様に）も、パ
ルス間デューティ・サイクリングを含むことができる。このために、状態コントローラ３
１２は、パルスが、送信または受信されるべきでないときに、装置３００の電力消費を低
減するために、装置３００の１または複数の回路を制御することができる。一般的な実施
において、トランシーバ３０２のＲＦフロント・エンドに関連付けられた回路は、トラン
シーバ３０２がパルスを送信または受信しないときにオフにされうる。そのような回路、
例えば、低雑音増幅器、電圧制御発振器、検出器、ミキサ、利得バッファ、電流変換器、
平方器、積分器、電力増幅器等を含むことができる。いくつかの場合において、いくつか
のこれら回路は、オフにされるか、あるいは他の方法でディセーブルされうる。一般に、
そのような回路は、装置の他の回路（そのほとんどが、図３に示されていない）と比べて
、比較的大きな量の電力を消費しうる。
【００４８】
　いくつかの実施において、状態コントローラ３１２は、装置３００の１または複数の回
路を一時的にディセーブルする回路ディセーブラ構成要素３３６を備えることができる。
例えば、回路ディセーブラ３３６は、１または複数の回路（例えば、アナログ構成要素）
への電力を遮断することができ、または例えば回路に所定の機能をディセーブルさせる回
路に信号を送信させる。前者の場合、回路ディセーブラ３３６は、装置３００の１または
複数の回路に電力を選択的に提供することができる電力コントローラ３１４と協働するこ
とができる。
【００４９】
　いくつかの実施において、状態コントローラ３１２は、クロック・レート低減器構成要
素３３８を備えることができる。クロック・レート低減器３３８は、装置３００の１また
は複数の回路を駆動する１または複数のクロック信号のクロック・レートを調節すること
ができる。ここで、クロック・レートを調節することは、トランシーバ３２４のいくつか
のデジタル回路を駆動するクロック信号の周波数を低減することを含み得る。このように
、１つまたは複数の回路によって消費される電力は、クロック・レートにおける低減の結
果として低減されうる。いくつかの場合において、クロックのレートは、ゼロＨｚに低減
されることができる（すなわち、クロックがオフされる）。
【００５０】
　図７の動作を参照すると、ブロック７０２に示すように、状態コントローラ３１２は、
パルスが送信されるべきか、または受信されるべきかを決定するために、装置３００の他
の構成要素と協働することができる。例えば、プロセッサ３０４および３０６、トランシ
ーバ３０２、またはパルス・タイミング・コントローラ３１６は、パルスがトランシーバ
３０２によって出力されるべきである直前に、状態コントローラ３１２への指示を提供す
ることができる。
【００５１】
　ブロック７０４によって示されるように、状態コントローラは、パルス間デューティ・
サイクル状態を、パワー・オン状態に設定することができる。その結果、状態コントロー
ラ３１２は、それによって、任意の以前にディセーブルされた回路をイネーブルする（例
えば、回路への電力をオンにする）か、あるいは、クロックの全てを、それらの通常のク
ロック・レートに戻すことができる。図２の実施例において、ブロック７０４の送信側動
作は、時間期間２１８の始まりと一致することができる。
【００５２】
　ブロック７０６によって示すように、送信機３２４は、次に本明細書で議論されるよう
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にしてパルスを生成し、送信することができる。従って、図２の実施例において、パルス
２０８は、生成されかつアンテナ３３２に提供されることができる。
【００５３】
　ブロック７０８によって示すように、パルスが送信された後、状態コントローラ３１２
は、パルス間デューティ・サイクル状態をパワー・オフ状態へ切り換えて戻す。回路ディ
セーブラ３３６は、これら適切な回路をディセーブルすることができ、かつ／またはクロ
ック・レート低減器３３８は、上記で議論されたように１または複数のクロックの周波数
を低減することができる。図２の実施例において、ブロック７０８の送信側動作は、時間
期間２１８の終了と一致することができる。
【００５４】
　ブロック７１０および７１２によって示されるように、装置３００は、他のパルスが送
信される必要があるまで（または、以下に議論されるように、パルスが受信される必要が
あるまで）、パワー・オフ状態に維持される。パルスが、パルス繰り返しレートで送信さ
れるべき事象（例えば、現在送信されるべきデータが存在する）では、パワー・オフ状態
の持続期間は、図２の実施例においてパルス２０８間の時間期間２０２に対応することが
できる。対照的に、送信されるべきデータが存在しない場合、装置３００は、他のパルス
が送信されるべきであるまでパワー・オフ状態に維持されうる。図７の動作は、このよう
に、パルスが送信される必要があるときはいつでも、必要に応じて繰り返されうる。
【００５５】
　受信側で、装置３００は、図４および図７に関連して上記で議論された動作に対して相
補的な動作を実行する。これら動作は、次に図５に関連してより詳細に議論される。
【００５６】
　上記で議論されたように、ブロック５０２で、様々なパラメータは、チャネルにわたる
通信に関して特定される。これらパラメータは、例えば、パルス繰り返しレート、適用可
能であれば時間ホッピング・シーケンス、およびパルス・タイミングが、可変レート符号
化に基づいて調節されうるか否かを含むことができる。
【００５７】
　ブロック５０４に示すように、適用可能であれば、パルスの繰り返しのタイミングは、
符号レートに基づいて調節されうる。これは、例えば、送信されているまたは送信される
データが、特定の符号レートに関連付けられている指示を受信することを含むことができ
る。
【００５８】
　ブロック５０６に示すように、受信機３４０は、アンテナ３３２を介して到来するパル
スを受信する。受信されたパルスは、帯域通過フィルタ３４４に、およびその後、低雑音
増幅器３４６に提供される。パルス・プロセッサ３４８は、パルスによって表される情報
を抽出する（例えば復調する）ために、必要に応じてパルスを処理することができる（ブ
ロック５０８）。上記で議論されるように、パルスは、可変パルス間の時間持続期間に従
って受信されうる。
【００５９】
　非コヒーレント変調を使用するいくつかの実施において、受信機３４０は、ダウン・コ
ンバーションのために緩くロックされたＶＣＯを組み込むことができる。ここで、ＶＣＯ
は、インパルス間（例えば、本明細書で議論されるパワー・オフ状態の間）にオフされる
ことができる。いくつかの実施において、そのようなＶＣＯは、位相同期ループを利用し
ない場合がある。ここで、非コヒーレントは、復調を、１つのパルスから次のパルスへの
位相または周波数差異に対して比較的鈍感にすることができる。
【００６０】
　いくつかの実施において、受信機３４０は、サブサンプリング受信機として機能するこ
とができる超再生（super-regenerative）フロント・エンドを用いることができる。ここ
で、超再生フロント・エンドは、時間の短い期間（例えば、数ピコ秒の程度）の間に受信
された信号をサンプリングすることができ、単一の利得段を再使用する。超再生フロント
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・エンドの後は、エネルギ検出段が続きうる。
【００６１】
　再び図５に示すように、ブロック５１０において、受信された情報は、出力デバイス３
１０にデータを提供するためにプロセッサ３０４および３０６によって処理される。この
ために、プロセッサ３０６は、チャネル復号化動作を実行するチャネル復号器３５０を備
えることができる。いくつかの実施において、チャネル復号化動作は、図１５に関連して
以下に議論される動作に類似することができる。さらに、プロセッサ３０４は、ソース復
号器３５２を備えることができる。上記で議論された動作に対して相補的に、ソース復号
器３５２は、例えば、出力デバイス３１０による出力のために、波形符号化されたデータ
またはシグマ・デルタ変調されたデータをアナログ・データに変換することができる。さ
らに、チャネル復号器３５０、ソース復号器３５２、またはこれら両方は、可変レート復
号器を備えることができる。
【００６２】
　上述されたように、パルス間デューティ・サイクリングは、パルスの受信に関連して用
いられることもできる。再び図７を参照すると、ブロック７０２に示すように、状態コン
トローラ３１２は、パルスが受信されるべきかを判定するために、装置３００の他の構成
要素と協働することができる。例えば、プロセッサ３０４および３０６、トランシーバ３
０２、またはパルス・タイミング・コントローラ３１６は、トランシーバ３０２によるパ
ルスの予想される受信直前に、状態コントローラ３１２へ指示を提供することができる。
ここで、パルスの受信の予想される時間は、現在のパルス繰り返しレート、適用可能であ
れば現在の時間ホッピング・シーケンス、現在の符号化レート、受信機３４０に関して規
定されたパルス走査間隔、またはいくつか他の１つまたは複数の基準に基づくことができ
る。
【００６３】
　ブロック７０４によって表されるように、パルスが予想される事象において、状態コン
トローラ３１２は、パルス間デューティ・サイクル状態をパワー・オン状態に設定するこ
とができる。図２の実施例において、送信側に関するブロック７０４の動作は、時間期間
２２２の始まりと一致することができる。
【００６４】
　ブロック７０６に示すように、受信機３４０は次に、本明細書に議論されるように受信
されたパルスを処理することができる。図２の実施例において、受信されたパルスは、パ
ルス２１２で表される。
【００６５】
　ブロック７０８によって示されるように、パルスが受信された後、状態コントローラ３
１２は、パルス間デューティ・サイクル状態をパワー・オフ状態へ切り換えて戻す。図２
の実施例において、ブロック７０８の受信側動作は、時間期間２２２の終了に一致するこ
とができる。
【００６６】
　ブロック７１０および７１２によって示すように、装置３００は、他のパルスが受信さ
れるべきであるまで（または、以下に議論されるように、パルスが送信される必要がある
まで）、パワー・オフ状態で維持される。パルスが、パルス繰り返しレートで受信される
べき事象（例えば、現在受信されるべきデータが存在する）では、パワー・オフ状態の持
続期間は、図２の実施例においてパルス２１２間の時間期間２２４に対応することができ
る。対照的に、送信されるデータが存在しないなら、装置３００は、他のパルスが受信さ
れる必要があるまでパワー・オフ状態に維持されうる。図７の動作は、このように、パル
スが受信される必要があるときはいつでも、必要に応じて繰り返されうる。
【００６７】
　図７の動作はまた、パルスが受信された後で、パルスが送信される場合、またはその逆
の場合にも適用可能である。例えば、パルス間デューティ・サイクル状態は、パルスの送
信の間にパワー・オンに設定され、次に、送信後にパワー・オフに設定され、次に、パル
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スが受信されたときにパワー・オンに再設定されうる。
【００６８】
　次に図８および図９に示すように、いくつかの実施において、容量性要素は、パルス処
理のために電力を効率的に提供するために、パルス間デューティ・サイクリングに従って
選択的に充電および放電されることができる。例えば、容量性要素は、先ず、トランシー
バ３０２がパルスを送信または受信しないときに充電されうる。次に、トランシーバ３０
２がパルスを送信または受信するときに、容量性要素は、パルスの送信および受信を容易
にする１または複数の回路に電力を提供するために放電されうる。そのような回路は、例
えば、電力増幅器３２８などの送信機３２４の回路、および低雑音増幅器３４６などの受
信機３４０の回路を含むことができる。
【００６９】
　いくつかの実施において、図３の電力コントローラ３１４は、容量性要素３５４を選択
的に充電および放電するように調節された充電回路を備えることができる。いくつかの局
面において、充電回路は、容量性要素３５４を、電源３５８（例えば、バッテリ）、負荷
３６０（例えば、１または複数の送信機回路または受信機回路）、またはそれら両方に選
択的に結合するために１または複数のスイッチ３５６を備えることができる。いくつかの
実施において、パルスを送信および受信している間に、電力は、容量性要素３５４および
電源３５８の両方から負荷３６０に供給されうる。従って、充電回路は、１または複数の
回路へ複数のソースから電力を提供することを容易にする方式で構成されうる（例えば、
１つまたは複数のスイッチ３５６が作動される）。
【００７０】
　以下に図８の動作を参照すると、ブロック８０２によって示すように、送信機３２４が
パルスを送信せずかつ受信機３４０がパルスを受信しないときに、先ず、容量性要素３５
４が、負荷３６０に電力を供給しないように、充電回路が構成されうる。さらに、容量性
要素３５４がこの時点で少なくとも一部を充電するように、充電回路が構成されうる。図
２において、このシナリオは、時間期間２２０および２２４（例えば、状態コントローラ
３１２のパワー・オフ状態）と一致することができる。
【００７１】
　ブロック８０４によって表されるように、ある時点で、装置３００は、パルスが送信ま
たは受信される必要があると判定する。その結果、装置３００は、デューティ・サイクル
状態をパワー・オン状態に変えることができる（ブロック８０６）。装置３００は、例え
ば図７に関連して上記で議論されたように、これら動作を実行することができる。
【００７２】
　ブロック８０８に示すように、充電回路は、次に、パルスの送信または受信中、指定さ
れた回路に電力を提供することができる（ブロック８１０）。例えばいくつかの実施にお
いて、（１つまたは複数の）スイッチ３５６は、容量性要素３５４を電源３５８によって
充電されないようにデカップルし、かつ負荷３６０に電流を提供するために容量性要素３
５４をカップルすることができる。様々な回路は、この動作または他の類似する動作を達
成するために、電源３５８および負荷３６０に容量性要素３５４を結合するために使用さ
れうることが認識されるべきである。
【００７３】
　図９は、ブロック８０２および８０８の状態間の相対的な電流引き出しを示すいくつか
の波形を示す。波形９０２は、送信機３２４または受信機３４０で引き出される電流の実
施例を示す。波形９０４は、容量性要素３５４に関する充電電流（波形の上半分）および
放電電流（波形の下半分）を示す。波形９０６は、電源３５８から引き出される電流の実
施例を示す。図９の波形は、本明細書の基本概念を強調するために単純化された方法で示
されることが認識されるべきである。実際には、実際の電流フローは、図示される電流フ
ローとは著しく異なりうる。
【００７４】
　レベル９０８、９１０、および９１２は、パワー・オフ状態の間の電流フローに関する
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。この場合、送信機３２４または受信機３４０は、レベル９０８によって示されるように
、比較的わずかな量の電流を引き出している。さらに、容量性要素３５４は、レベル９１
０によって示されるように、このときに充電されうる。また電源は、レベル９１２によっ
て示されるように、装置３００に比較的平均的な量の電力を提供することができる。
【００７５】
　レベル９１４、９１６、および９１８は、破線９２０Ａと９２０Ｂとの間の時間の期間
に対応するパワー・オン状態の間の電流フローに関する。この場合、送信機３２４または
受信機３４０は、波形９１４の立ち上がり部分によって示されるように、比較的大きな量
の電流を引き出すことができる。したがって、容量性要素３５４は、波形９１６の立下り
部分によって示されるように、この時に放電することができる。すなわち、パワー・オフ
状態の間に容量性要素３５４に格納された電流は、今や送信機３２４または受信機３４０
に提供されうる。さらに、電源３５８は、波形部分９１８によって示されるように、送信
機３２４または受信機３４０へさらなる出力電流を提供することもできる。
【００７６】
　容量性要素３５４の動作は、電源３５８によって供給されるピーク電力の量を低減する
ように作用できることが認識されるべきである。例えば、バッテリは、ピーク電力レベル
でより低い効率で動作することができる（例えば、結果として不相応により短い寿命とな
る）。従って、容量性要素３５４の動作は、電源３５８に対するピーク電流負荷を低減す
ることによって、装置３００の全体電力消費を低減することができる。
【００７７】
　充電回路は、パワー・オン状態の間に適切な量の電力を提供するために様々な方法で実
施されうる。例えばいくつかの実施において、１または複数のパルスの送信または受信の
間に、電源３５８が、電源３５８から引き出された平均電流より実質的に多くない量の電
流を供給することを可能にするために、十分な充電が、パワー・オフ状態の間に容量性要
素３５４になされる。いくつかの実施において、上記で参照される電流の量は、電源３５
８から引き出される平均電流より多くとも２０％多い。他の実施においては、他のパーセ
ンテージまたは量が用いられうると認識されるべきである。
【００７８】
　いくつかの実施において、１または複数のパルスの送信または受信の間に、１または複
数のパルスの送信または受信に関連するピーク電流より実質的に小さい量の電流を電源３
５８が供給することを可能にするために、十分な充電が、パワー・オフ状態の間に容量性
要素３５４になされる。ここでピーク電流は、例えば送信の間に送信機３２４によって、
または受信の間に受信機３４２によって引き出される電流を備えることができる。いくつ
かの実施において、上記で参照される電流の量は、ピーク電流より少なくとも２０パーセ
ント少ない。他の実施においては、他のパーセンテージまたは量が用いられうると認識さ
れるべきである。
【００７９】
　再び図８を参照すると、パルスが送信または受信された後、デューティ・サイクル状態
は、パワー・オフ状態に設定が戻されうる（ブロック８１２）。従って、ブロック８１４
によって示されるように、容量性要素は、ブロック８０２に関連して上記で議論されたよ
うに、充電しかつ電力を供給しないように再設定されうる。ブロック８１６および８１８
によって示されるように、上記動作は、必要に応じて、パルス間デューティ・サイクリン
グに従って容量性要素３５４を充電しかつ放電するために繰り返されることができる。こ
こで、上記技術は、トランシーバ動作が、パルスの送信と受信との間を切り換える事象に
も適用すると理解されるべきである。例えば、パルスが送信された後、容量性要素は、パ
ワー・オフ状態の間に充電することができ、次に以降の受信動作の間に放電されることが
できる。
【００８０】
　次に図１０、図１１、および図１２を参照すると、本開示は、いくつかの局面において
、実質的に同時に共通周波数帯域にわたってパケットの一部を送信および受信するために
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インパルス・ベース・シグナリングを使用することにも関する。ここで、パケットは、送
信に関するいくつかの方法で繰り返し描かれるデータのセットを備えることができる。例
えば、パケットは、フォーマル・プロコトル・ヘッダ、プリアンブル、またはいくつかの
他の適切な描写技術によって規定されうる。
【００８１】
　図１０は、それらが所与の期間にわたって現れることができるように、所与の周波数帯
域内に生成される一連のパルス１０００を示す。時間期間の第１の部分の間に、１または
複数のパルスが送信されうる。図１０は、時間期間の第１の部分から最後に送信されたパ
ルス１００２を示す。時間期間の後の部分の間に、１または複数のパルス１００４が受信
されうる。その後、時間期間のさらに後の部分の間に、１または複数のパルス１００４が
受信されうる。その後、時間期間のさらに後の部分の間に、１または複数のパルスが、再
び送信されうる。図１０は、時間期間の最後の部分からの第１の送信されたパルス１００
６を示す。図１０の省略記号は、追加のパルスのセットは、時間にわたって送信されかつ
受信されることができることを示す。
【００８２】
　ここで、パルス１００２、１００４、および１００６の１または複数のセットは、パケ
ットの一部を備えることができる。すなわち、送信されるべきパケットは、異なる部分に
分割されることができ、かつパケットの各部分は、１または複数のパルスのセットとして
送信されることができる。同様に、受信されるべきパケットは、遠隔送信機によって異な
る部分に分割されることができ、それによって遠隔送信機は、１または複数のパルスのセ
ットとしてそのパケットの各部分を送信する。図１０に示されるように、異なるサブパケ
ットに関連するパルスのこれら異なるセットの送信および受信は、（例えば、パケットの
交互の送信部分および受信部分によって）所与の時間期間にわたってその時間に挿入され
ることができる。例えば、パケットのパルスを送信することと、異なるパケットのパルス
を受信することと、第１のパケットの次のパルスを送信することとを交互に行うなどであ
る。マクロ・スケールから、トランシーバは、同一の周波数帯域に同時にパケットを送信
しかつ受信するように見える。
【００８３】
　（例えば、図１０に示すような）パルスのセットの特定のグループ分けは、様々な要因
に依存しうる。例えば、いくつかのアプリケーションにおいて、ピーク電力要件に悪影響
を与えることがある比較的大きなパルスの送信ではなくて、連続して送信される一連のよ
り小さなパルスとして、その情報を代わりに表すことが望ましい場合がある。さらに、送
信パルスは、受信パルスとは異なるパルス繰り返しレートで送信されることができ、また
はその逆もありうる。これは、例えば異なるデータ・レートまたは異なる処理利得の結果
であり得る。いくつかの実施において、連続して送信されるパルス数は、１００個以下の
パルスの程度であることができ、またはパルスのセット（例えば、送信パルス）の最大持
続期間は、２０マイクロ秒以下の程度であり得る。さらに、十分に低いデューティ・サイ
クルを維持するために（例えば、図２に関連して上記で議論されるように）、いくつかの
実施において、所与のパルスの持続期間は、２０ナノ秒以下でありうる。
【００８４】
　いくつかの実施において、送信パルス１００２および１００６は、規定された周波数帯
域内の１つの規定された符号チャネルを介して送信されることができ、受信されたパルス
１００４は、同一の周波数帯域内の他の規定された符号チャネルを介して受信されうる。
ここで、これら異なる符号チャネルは、異なるパルス繰り返し期間、異なる時間ホッピン
グ・シーケンス、異なるスクランブル化符号、異なる変調スキーム、いくつかの異なるパ
ラメータ、または２つ以上のこれらパラメータのいくつかの組み合わせによって規定され
ることができる。
【００８５】
　いくつかの実施において、所与のデバイスによって送信および受信されたパルス（例え
ば、図１０に示されるような）は、１または複数の他のデバイスに向けられ、かつ１また
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は複数の他のデバイスから受信されうる。例えば、送信されたパルスのセットは、異なる
デバイスによって受信されたマルチキャスト・ストリームに関連付けられうる。代わりに
、送信されたパルスの異なるセットは、異なるデバイスに（例えば、異なる符号チャネル
を使用して）送信されうる。同様に、受信されたパルスの異なるセットは、異なるデバイ
スによって（例えば、異なる符号チャネルを使用して）送信されうる。
【００８６】
　図１１は、サブパケットを送信および受信するために実行されうるいくつかのサンプル
動作を示す。ブロック１１０２は、所与の周波数帯域にわたるインパルス・ベースのパケ
ット送信の開始を表す。本明細書で議論されるように、シグナリング・スキームに基づく
インパルスは、オプションで時間ホッピングを用いることができる。
【００８７】
　ブロック１１０４によって示されるように、プロセッサ３０６（図３）は、送信のため
に情報（例えば、パケット・データ）をフォーマットすることができる。例えば、いくつ
かの実施において、プロセッサ３０６は、送信されるべきパケットの現在の部分を表す一
連のシンボルを生成することによって、送信されるべき情報を符号化することができる。
ここで、各シンボルは、このサブパケットからの情報の１または複数のビットを表すこと
ができる。いくつかの実施において、送信されるべきデータを表すシンボルは、変調スキ
ーム（例えば、前符号化を有するまたは有さない）によって生成されうることが認識され
るべきである。任意の事象において、パルス生成器３２６は、各シンボルを表す１または
複数のパルスを生成することができる。従って、図１０の各パルス・セットは、シンボル
の一部、シンボルの全体、またはいくつかのシンボルを表すことができる。
【００８８】
　ブロック１１０６によって示されるように、トランシーバ３０２は、選択された周波数
帯域にわたって、およびオプションで時間ホッピングにわたって、実質的に同時にパケッ
トの受信を開始することもできる。ブロック１１０８に示すように、本明細書で教示され
るようなパルス間デューティ・サイクリングを用いる装置３００において、デューティ・
サイクリング状態は、パワー・オン状態に変更されうる。
【００８９】
　ブロック１１１０に示されるように、送信機３２４は、少なくとも１つのパルス（例え
ば、図１０におけるパルス１００２）の第１のセットを送信する。本明細書に議論される
ように、第１のパルス・セットが、パケットの少なくとも一部を備えることができる。図
１３および図１４に関連して以下により詳細に議論されるように、いくつかの実施におい
て、サブパケットの同時に存在する送信および受信が、マルチキャスト動作に関連して用
いられうる。ブロック１１１２に示すように、第１のパルス・セットが送信された後、デ
ューティ・サイクリング状態は、変更され、次の送信または受信までパワー・オフ状態に
戻されうる（例えば、ブロック１１１４において）。
【００９０】
　ブロック１１１４に示すように、受信機３４０は、共通周波数帯域にわたって少なくと
も１つのパルス（例えば、パルス１００４）を受信する。ここで、同一の無線フロント・
エンドが、ブロック１１１０で第１のパルス・セットを送信するために使用されたように
、少なくとも１つのパルスを受信するために使用されうることが認識されるべきである。
ブロック１１１０に関連して上述したように、パルスのこの受信は、マルチキャスト動作
に関することができる。ブロック１１１６に示すように、少なくとも１つのパルスが受信
された後、デューティ・サイクリング状態は、変更され、次の送信または受信までパワー
・オフ状態に戻ることができる（例えば、ブロック１１１８において）。
【００９１】
　ブロック１１１８に示すように、送信機３２４は、少なくとも１つのパルス（例えば、
パルス１００６）の第２のセットを送信する。繰り返すが、この第２のパルス・セットは
、パケットの少なくとも一部を備えることができる。ブロック１１２０に示すように、第
２のパルス・セットが送信された後、デューティ・サイクリング状態は、変更され、次の
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送信または受信までパワー・オフ状態に戻ることができる。
【００９２】
　ブロック１１２２に示すように、上記動作は、共通周波数帯域にわたってサブパケット
を繰り返し送信および受信することが、必要に応じて繰り返されることができる。上記議
論は、サブパケットの送信および受信を主に参照しているたが、いくつかの局面において
、パルスの１または複数のセットは、パケット全体またはパケット全体より多くを備える
ことができる。ブロック１１２４に示すように、ブロック１１１４で受信された少なくと
も１つのパルスは、本明細書で議論されるように処理される（例えば復号される）ことが
できる。
【００９３】
　次に図１２に示すように、いくつかの局面において、送信パルスと受信パルスとの間で
生じる、または生じる可能性がある衝突の原因が条件付けられうる。すなわち、ある時点
で、パルスは、パルスが受信されるべき時間における同一の時点または実質的に同一の時
点で送信されうる。
【００９４】
　ブロック１２０２に示すように、誤り訂正プロセッサ構成要素３６２が、送信パルスお
よび受信パルスの衝突を識別することができる。この識別は、衝突が起こった後、衝突が
起きているときに行われることができるか、あるいは、いくつかの局面において、知られ
ているまたは予測される送信時間および受信時間に基づき予想されることができる。
【００９５】
　ブロック１２０４に示すように、構成要素３６２は、衝突の識別に基づいて、チャネル
のために使用される誤り訂正を調整することができる。ここで、衝突が検出されたときは
いつでも、この情報は、誤り訂正スキームに提供されうる。この誤り訂正スキームは、次
に、衝突が存在するときはいつでも、ある動作を講じるように構成されることができる。
例えば、いくつかの実施において、構成要素３６２は、消失（erasure）として、対応す
る送信されたまたは受信されたパルスにマークを付けることができる（例えば、畳み込み
符号において、ゼロ信頼度レベルを有するビットにマークを付ける）。一般的な実施にお
いて、構成要素３６２は、消失として送信パルスにマークを付けることができる。なぜな
ら、これは、送信が存在したかどうかを判定するために遠隔受信機の試みを有するより簡
単であり得るからである。
【００９６】
　ブロック１２０６に示すように、いくつかの局面において、構成要素３６２は、受信さ
れたパルスに関連する信頼度レベルを決定することができる。例えば、いくつかのアプリ
ケーションは、誤り訂正スキームを用いることができ、それによって信頼度レベルが、受
信されたデータに割り当てられることができ、受信されたデータが遠隔送信機によって送
信された情報を正確に表す程度を示す。ここで、用いられる誤り訂正スキームおよびチャ
ネルの特徴に依存して、信頼度レベルは、１または複数のパルスがチャネルを通して送信
の間に劣化されることがあっても、比較的高くあり得る。
【００９７】
　ブロック１２０８に示すように、構成要素３６２は、次に信頼度レベルに基づいて、当
該（例えば、衝突または起こりうる衝突に関連する）パルスを受信する必要があるか否か
を判定することができる。例えば、受信された情報に関する高いレベルの信頼度が存在す
るなら、パルスは単に冗長情報であるので、このパルスを受信する必要がないことがあり
得る。従って、この場合に、構成要素３６２は、受信されたパルスを単に無視することが
できる。さらに、受信されたパルスが、送信機３２４がパルスを送信することを望むとき
に到達する事象では、トランシーバ３０２は、いずれにしてもパルスを送信することが許
可されうる。対照的に、チャネルが比較的雑音がある場合、または受信機３４０が、いく
つかの他の理由のために情報の受信が困難である場合に、構成要素３６２は、パルスに関
連する情報の復号を試みる必要があることと判定することができる。上記から、構成要素
３６２は、衝突または起こりうる衝突の事象において、講じるべき動作を動的に決定する
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ことができることが認識されるべきである。
【００９８】
　次に図１３を参照すると、いくつかの局面において、本開示は、いくつかの無線通信リ
ンクを介して、無線デバイス（例えば、セル電話や、例えばＭＰ３プレーヤまたはビデオ
プレーヤなどの個人エンタテイメント・デバイス、携帯情報端末、コンピュータなど）と
複数の周辺装置（例えば、ヘッドセット）との間の通信に関する。いくつかの局面におい
て、これら構成要素は、無線通信リンクを介してマルチキャストする。例えば、無線デバ
イスは、無線リンクを介して、それ自体といくつかのヘッドセットとの間にマルチウエイ
・カンファレンス・コールを直接的に確立することができる。いくつかの局面において、
無線リンクは、本明細書に教示されるようにインパルス・ベースのシグナリングを使用す
ることができる。この場合に、デバイスは、本明細書でも議論されるように、電力を節約
するためにパルス間デューティ・サイクリングをサポートすることができる。
【００９９】
　図１３の実施例において、無線通信システム１３００は、無線デバイス１３０２および
２つの周辺装置１３０４および１３０６を含む。しかしながら、所与の実施は、より多く
の周辺装置を組み込むことができることが認識されるべきである。無線デバイス１３０２
は、ワイド・エリア・ネットワーク構成要素１３０８を介してセルラ・ネットワークと通
信することができる。さらに、無線デバイス１３０２は、送信機１３１０および受信機１
３１２を介して周辺装置１３０４および１３０６との無線通信リンクを確立することがで
きる。同様に、周辺装置１３０４および１３０６は、それぞれ対応する送信機１３１４Ａ
および１３１４Ｂならびに受信機１３１６Ａおよび１３１６Ｂを含む。
【０１００】
　図１３における各デバイス１３０２、１３０４、および１３０６は、また、互いに、ま
たはいくつかの他のデバイス（図示されず）と通信するための様々な構成要素を含むこと
ができる。例えば、デバイス１３０２は、スピーカ１３１８、マイクロホン１３２０、（
例えば、ボリュームを調節し、かつコールに参加するための）制御デバイス１３２２、ベ
ースバンド・プロセッサ１３２４、およびソース符号化構成要素１３２６を含む。デバイ
ス１３０４は、スピーカ１３２８Ａ、マイクロホン１３３０Ａ、制御デバイス１３３２Ａ
、ベースバンド・プロセッサ１３３４Ａ、およびソース符号化構成要素１３３６Ａを含む
。同様に、デバイス１３０６は、スピーカ１３２８Ｂ、マイクロホン１３３０Ｂ、制御デ
バイス１３３２Ｂ、ベースバンド・プロセッサ１３３４Ｂ、およびソース符号化構成要素
１３３６Ｂを含む。
【０１０１】
　デバイス１３０２、１３０４、および１３０６のサンプル動作は、以下に図１４のフロ
ーチャートに関連して議論される。ブロック１４０２に示すように、図１４Ａにおいて、
無線デバイス１３０２は先ず、周辺装置１３０４および１３０６との無線通信リンクを確
立する。いくつかの局面において、これは、通信セッション（例えば、電話コール）の持
続期間の間に、各周辺装置１３０４および１３０６を無線デバイス１３０２と一時的に対
にすることを含むことができる。いくつかの実施において、周辺装置１３０４および１３
０６は、無線デバイス１３０２に同期化されることができる。
【０１０２】
　いくつかの局面において、マルチキャストすることは、無線マルチキャスト・リンクお
よび無線ユニキャスト・リンクを使用して、または無線ユニキャスト・リンクのみを使用
して実施されうる。例えば、いくつかの実施において、マルチキャスト・リンクは、無線
デバイス１３０２から周辺装置１３０４および１３０６の両方にマルチキャスト・データ
を送信するために確立されうる。この場合、次に各周辺装置１３０４および１３０６から
無線デバイス１３０２へデータを送信するために、個別のユニキャスト・リンクが確立さ
れうる。逆に、いくつかの実施において、マルチキャスト・リンクよりむしろ、個別のユ
ニキャスト・リンクが、無線デバイスから各周辺装置１３０４および１３０６へマルチキ
ャスト・データを送信するために確立されうる。
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【０１０３】
　サンプル使用の場合において、カンファレンス・コールは、単一の無線デバイス（例え
ば、セル電話）および複数のヘッドセットを使用して確立されうる。いくつかの実施にお
いて、セル電話は、ヘッドセットにマルチキャスト・データを送信するためにマルチキャ
スト・リンク（または複数のユニキャスト・リンク）を使用することができる。一方、ヘ
ッドセットは、個別のユニキャスト・リンク（または複数のマルチキャスト・リンク）を
介してセル電話にデータを送り戻すことができる。このデータは、例えば、マイクロホン
・データおよびサイド・トーン・データを含むことができる。セル電話はまた、例えばワ
イド・エリア・ネットワークからのデータ（例えば、セルラ・ネットワークにわたるコー
ルに関連する到来信号）などの他のソースからデータを受信することができる。セル電話
は、次に到来データ（例えば、マイクロホン・データ、サイド・トーン・データなど）を
混合し、かつデバイス（例えば周辺装置およびワイド・エリア・ネットワーク）へ、この
混合されたデータを送信することができる。従って、セル電話は、１または複数の無線リ
ンクを介してヘッドセットへ（適用可能であれば、他のオーディオ・データと混合された
）マイクロホン・データをマルチキャストすることができる。
【０１０４】
　いくつかの実施において、無線通信リンクは、本明細書で教示されるようにインパルス
・ベースのシグナリングを使用することができる。例えば、各ユニキャスト・リンクは、
低デューティ・サイクル、パルス時間ホッピング、パルス間デューティ・サイリング、ま
たは本明細書で教示される任意の他の技術を用いることができる。さらに、マルチキャス
トに関連するリンクは、（例えば、図１０乃至図１２で）本明細書に記載されるように、
共通周波数帯域を介したサブパケット送信および受信を使用して実現されうる。
【０１０５】
　図１４Ａにおけるブロック１４０４によって示されるように、周辺装置１３０４または
１３０６の一方は、無線デバイス１３０２に情報を送信する。上記で議論されるように、
これは、無線ユニキャスト・リンクを介して、またはサブパケット送信および受信リンク
（例えば、図１０のパルス１００４）の一方向を介して達成されうる。
【０１０６】
　ブロック１４０６によって示されるように、無線デバイス１３０２は、周辺装置から、
かついくつかの場合にいくつかの他の１つまたは複数のソースから情報を受信する。ここ
で、他のソースは、周辺装置１３０４または１３０６のうちの他の１つ、あるいは現在の
通信セッション（図示されず）に関連するいくつかの他の通信デバイスを含むことができ
る。例えば、カンファレンス・コールの場合、無線デバイス１３０２は、セルラ・ネット
ワークを介して他のセルラに接続されることができる。
【０１０７】
　ブロック１４０８によって示されるように、無線デバイス１３０２は、周辺装置および
任意の他のソース・デバイスから受信した情報を処理する。例えば、無線デバイス１３０
２（例えば、ベースバンド・プロセッサ１３２４）は、受信された情報（例えば、オーデ
ィオ信号）を混合することができる。
【０１０８】
　ブロック１４１０によって示されるように、無線デバイス１３０２は、周辺装置１３０
４および１３０６、および適用可能であれば、現在の通信セッションに関連する任意の他
のデバイスへ、処理された情報を送信する。上述されたように、いくつかの実施において
、無線デバイス１３０２は、単一の無線通信リンクを介して単一のマルチキャスト・スト
リームとして、処理された情報を送信することができる。この場合において、各周辺装置
は、マルチキャスト・リンクからストリームを受信する。他の実施において、無線デバイ
ス１３０２は、複数の無線通信リンクを介して複数のユニキャスト・ストリームとして処
理された情報を送信することができる。さらに他の実施において、無線デバイス１３０２
は、サブパケット送信および受信リンク（例えば、図１０のパルス１００２および１００
６）の一方向を介して送信することができる。
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【０１０９】
　ブロック１４１２によって示されるように、周辺装置１３０４および１３０６は、無線
デバイス１３０２から処理された情報を受信する。周辺装置１３０４および１３０６は、
次に、必要に応じて受信された情報を処理する（ブロック１４１４）。
【０１１０】
　上述したように、周辺装置（例えば、周辺装置１３０４）は、様々なタイプのデータ（
すなわち、情報）を送信することができ、かつ、このデータを様々な方法で送信すること
ができる。周辺装置のいくつかの追加のサンプル動作は、次に図１４Ｂのフローチャート
に関連して取り扱われる。
【０１１１】
　ブロック１４２０によって示されるように、周辺装置は、１または複数のデータ・ソー
スから、送信されるべきデータを得ることができる。例えば、周辺装置は、そのマイクロ
ホンからデータを得ることができる。さらに、周辺装置は、無線デバイス１３０２から、
１または複数の他の周辺装置から、いくつかの他のソースから、またはこれらソースのい
くつかの組み合わせからデータを受信することができる。一実施例として、周辺装置１３
０４は、無線リンクを介して周辺装置１３０６からマイクロホン・データを受信すること
ができる。
【０１１２】
　ブロック１４２２によって示されるように、周辺装置は、データの送信を容易にするた
めにいくつかの方法で得られたデータを処理することができる。例えば、いくつかの実施
において、周辺装置（例えば、ベースバンド・プロセッサ１３３４Ａ）は、データ（例え
ば、複数のソースからのマイクロホン・データ）を混合することができる。
【０１１３】
　ブロック１４２４によって示されるように、周辺装置は、次に適切な１つまたは複数の
宛先に処理されたデータを送信することができる。いくつかの実施において、周辺装置は
、ユニキャスト・リンクを介して他のデバイス（例えば、無線デバイス１３０２および周
辺装置１３０６）へデータを送信することができる。いくつかの実施において、周辺装置
は、いくつかのユニキャスト・リンクを介して、いくつかのデバイス（例えば、無線デバ
イス１３０２および周辺装置１３０６）へデータを送信することができる。従ってこの場
合に、セル電話は、無線リンクを介してヘッドセットまたは他のデバイスへ、複数のヘッ
ドセットからマイクロホン・データのいくつかまたは全て（適用可能であれば、他のオー
ディオ・データと混合されて）をマルチキャストすることができる。
【０１１４】
　次に図１５に示すように、上述のようにいくつかの実施において、パルスベースの超広
帯域通信を使用するデバイスは、チャネルにわたるデータ送信の信頼性を改善するために
様々な符号化技術を用いることができる。いくつかの局面において、本開示は、非コヒー
レントな超広帯域システムにおける改善された干渉性能を提供するために、ビット当たり
に複数のパルスを使用することに関する。
【０１１５】
　非コヒーレント受信機を有する超広帯域システムにおいて、ビット当たりの単一パルス
は、従来、非コヒーレント組み合わせ損失を最小化し、かつ雑音制限されたチャネルにお
ける最良の性能を得るために使用された。例えば、一般的な非コヒーレントな超広帯域（
「ＵＳＢ」）受信機（例えば、ＩＥＥＥ８０２．１５、４ａに準拠する）、およびそのよ
うな受信機に適合する実施は、時間ホッピング・ダイバーシティと組み合わされた非常に
高いレートの（レート１に近い）符号化されたパルスを使用することができる。
【０１１６】
　非コヒーレント受信機における雑音雑音交差項（noise-noise cross term）の存在によ
って、ビット当たりに１または複数のパルスを使用することは、Ｅｂ／Ｎｏ要件における
事実上の損失を招きうる。一実施例として、２値パルス位置変調（「ＢＰＰＭ」）ＵＷＢ
システムにおいて、拡散係数が２倍になる毎に、目標の符号化されていないＢＥＲ＝１０
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－３で、Ｅｂ／Ｎｏにおいてほぼ１ｄＢの損失が存在する。これは、拡散係数が２倍にな
る毎に、コヒーレント受信機の場合、３ｄＢではなく２ｄＢだけ拡散利得を生じることを
意味する。この非コヒーレントな組み合わせ損失によって、従来の設計は、１に近い値の
ビット当たりのパルスを導く高いレート符号（例えば、Ｒｅｅｄ－Ｓｏｌｏｍｏｎ符号）
を使用する。
【０１１７】
　しかしながら、ビット当たり１または複数のパルスは、システムが干渉制限されるとき
に、有利に用いられることができる。この点を示すために、仮説システムの実施例が記載
される。この仮説システムにおいて、送信機に関ついて以下の条件が規定される。１）こ
のシステムは、繰り返し（例えばＰＮシーケンス）ベースの拡散以外の何れの符号化も使
用しない。２）パラメータは、リンク内のパルス間、パルス間位置仮説、またはシンボル
間の干渉問題が存在しないように選択される。さらに、３）選択される任意の時間ホッピ
ング・シーケンスは、独立同分布で（i.i.d.）、可能なパルス位置にわたってユーザ内お
よびユーザ間に均一に分布される。さらに、以下のパラメータが規定される。１）このシ
ステムは、符号化されていないビット当たりＮ個の重なり合わない２値パルス位置変調シ
ンボル位置を生成することができる。ここで、各ＢＰＰＭシンボルは、「１」と「０」を
示す２つの重なり合わない位置からなる。従って、これは、全体で２Ｎ個のパルス位置が
存在することを意味する。および、２）拡散符号長はＭである。次に、各パルスは、Ｔ＝
Ｎ／Ｍ個の可能な時間ホッピング位置を有することができる。最後に、以下の条件が、受
信機について規定される。１）積分器は、ＢＰＰＭシンボル位置における全てのエネルギ
をキャプチャする。また、２）ＢＰＰＭ検出は、硬（hard）検出器を使用する。これは、
「１」に対応するパルス位置でのエネルギが、「０」におけるエネルギより大きいなら、
検出器は、「１」を優先して決定することを意味する。
【０１１８】
　次に、関心のあるリンクが、より強い干渉の存在下で動作することが仮定される。各ユ
ーザは、独立同分布で、均一な時間ホッピング・シーケンスを有すると仮定されるので、
干渉によって送信されるパルスが、関心のあるユーザに対応する２つの時間ホッピングさ
れたＢＰＰＭ仮説位置のうちの１つになる可能性は、１／Ｔであり得る。干渉は、このよ
うに、干渉するパルスが２つの時間ホッピングされたＢＰＰＭ仮説位置の１つになる場合
に依存して、パルスの正確な検出を助長または阻害しうる。従って、平均パルス誤りレー
トは１／（２Ｔ）であり得る。
【０１１９】
　上記条件の下で、奇数値Ｍについて、ＢＥＲ誤りフロアは、以下であり得る。
【数１】

【０１２０】
　これは、拡散符号長（Ｍ）と干渉下のＢＥＭフロアとの間のトレードオフに至る。Ｎ＝
５０の場合、このトレードオフの実施例は、図１５にプロットされる。このプロットは、
干渉下のシステムの挙動が、ビット当たりの大きな数のパルス（例えば、５個以上）から
利益を得ることができることを示す。従って、ビット当たりの多数のパルスは、干渉が制
限された領域における性能を改善するために、時間ホッピングされた非コヒーレント・シ
ステムで有利に用いられることができる。
【０１２１】
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　上記から、本明細書に教示されるインパルス・ベースのシグナリングは、超低電力要件
を有する装置に有利に用いられることができることが認識されるべきである。いくつかの
実施において、本明細書の教示は、０．１ビット／秒／Ｈｚ未満のスペクトル効率を達成
するために用いられることができる。腕時計が、一般的に数マイクロワット程度の電力量
を消費する場合、そのような技術は、例えば、セル電話と腕時計との間でデータを送信す
るために、短距離通信に有利に適用されうる。ヘッドセットが一般に、数ミリワットの程
度の電力量を消費する場合、同様にこれら技術は、セル電話とインイアヘッド・セット（
in-ear headset）（例えば、補聴器に類似する）との間でデータを送信するために用いる
ことができる。
【０１２２】
　無線デバイスは、無線デバイスで送信または受信される信号に基づき機能を実行する様
々な構成要素を含むことができる。例えば、ヘッドセットは、無線リンクを介して受信さ
れたパルス、復号された情報、１または複数の受信されたパルス、あるいは処理された情
報に基づき、可聴出力を提供するように構成されたトランスデューサを含むことができる
。時計は、無線リンクを介して受信されたパルス、復号された情報、１または複数の受信
されたパルス、あるいは処理された情報に基づき、視覚出力を提供するように構成された
ディスプレイを含むことができる。医療デバイスは、検知されたデータを生成し、無線リ
ンクを介して送信するために送信機によって送信され、１または複数の送信されたパルス
を提供し、あるいはセル電話に送信されるように構成されたセンサを含むことができる。
【０１２３】
　無線デバイスは、任意の適切な無線通信技術に基づき、あるいは任意の適切な無線通信
技術をサポートする１または複数の無線通信リンクを介して通信することができる。例え
ば、いくつかの局面において、無線デバイスは、ネットワークと関連付けられうる。いく
つかの局面において、ネットワークは、ボディ・エリア・ネットワークまたはパーソナル
・エリア・ネットワーク（例えば、超広帯域ネットワーク）を備えることができる。いく
つかの局面において、ネットワークは、ローカル・エリア・ネットワークまたはワイド・
エリア・ネットワークを備えることができる。無線デバイスは、例えば、ＣＤＭＡ、ＴＤ
ＭＡ、ＯＦＤＭ、ＯＦＤＭＡ、ＷｉＭＡＸ、Ｗｉ－Ｆｉ、および他の無線技術を含む、１
または複数の様々な無線通信プロトコルまたは規格をサポートし、あるいは使用すること
ができる。同様に、無線デバイスは、１または複数の様々な対応する変調スキームまたは
多重化スキームをサポートし、あるいは使用することができる。従って、無線デバイスは
、上記または他の無線通信技術を使用して１または複数の無線通信リンクを介して確立し
かつ通信するために、適切な構成要素（例えば、エア・インタフェース）を含むことがで
きる。例えば、デバイスは、無線媒体を介した通信を容易にする様々な構成要素（例えば
、信号生成器および信号プロセッサ）に関連する送信機構成要素および受信機構成要素（
例えば、送信機３２６および受信機３４０）を備えることができる。
【０１２４】
　上述のように、いくつかの局面において、無線デバイスは、超広帯域パルスを介して通
信することができる。いくつかの局面において、各超広帯域パルスは、１～２ＧＨｚの程
度の帯域幅を有することができる。いくつかの局面において、各超広帯域パルスは、ほぼ
６ＧＨｚから１０ＧＨｚの範囲内の周波数帯域（すなわち、周波数範囲）を有することが
できる。いくつかの局面において、各超広帯域パルスは、ほぼ７．２５ＧＨｚから９ＧＨ
ｚの範囲内の帯域幅を有することができる。いくつかの局面において、各超広帯域パルス
は、２０ナノ秒以下の程度の時間持続期間を有することができる。
【０１２５】
　本明細書の教示は、様々な装置（例えば、デバイス）に組み込まれる（例えば、装置内
で実施されまたは装置によって実行される）ことができる。例えば、本明細書で教示され
る１または複数の局面は、電話機（例えば、セルラ電話機）、携帯情報端末（「ＰＤＡ」
）、エンタテイメント・デバイス（例えば、音楽またはビデオ・デバイス）、ヘッドセッ
ト（例えば、ヘッドホン、イアホン、マイクロホン、またはこれらデバイスの２つ以上の
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いくつかの組み合わせを含む）、マイクロホン、医療デバイス（例えば、生物測定センサ
、心拍モニタ、歩数計、ＥＫＧデバイスなど）、ユーザＩ／Ｏデバイス（例えば、時計、
遠隔制御装置、光スイッチ、キーボード、マウスなど）、タイヤ圧力モニタ、コンピュー
タ、ＰＯＳ（point-of-sale）デバイス、エンタテイメント・デバイス、補聴器、セット
トップ・ボックス、または任意の他の適切なデバイスに組み込まれることができる。
【０１２６】
　これらデバイスは、異なる電力要件およびデータ要件を有することができる。いくつか
の局面において、本明細書の教示は、低電力プリケーションにおける使用（例えば、イン
パルス・ベースのシグナリング・スキームおよび低デューティ・サイクル・モードの使用
を通して）のために適応されることができ、かつ比較的高いデータ・レートを含む様々な
データ・レート（例えば、高帯域パルスの使用を通して）をサポートすることができる。
【０１２７】
　いくつかの局面において、無線デバイスは、通信システムのためのアクセス・デバイス
（例えば、Ｗｉ－Ｆｉアクセス・ポイント）を備えることができる。そのようなアクセス
・デバイスは、例えば、有線または無線による通信リンクを介して他のネットワーク（例
えば、インターネットまたはセルラ・ネットワークなどのワイド・エリア・ネットワーク
）への接続を提供することができる。従って、アクセス・デバイスは、他のネットワーク
またはいくつかの他の機能へアクセスするように他のデバイス（例えば、Ｗｉ－Ｆｉ局）
をイネーブルすることができる。さらに、一方または両方のデバイスは、可搬、またはい
くつかの場合において比較的非可搬であり得ることが認識されるべきである。
【０１２８】
　本明細書に記載される構成要素は、様々な方法で実施されることができる。図１６乃至
図２１に示すように、装置１６００、１６５０、１７００、１７５０、１８００、１９０
０、２０００、２０５０、２１００、および２１５０は、例えば１または複数の集積回路
（例えば、ＡＳＩＣ）によって実現される機能を表すことができ、または本明細書で教示
されるようないくつかの他の方法で実施されることができる一連の相関される機能ブロッ
クとして表される。本明細書で議論されるように、集積回路は、プロセッサ、ソフトウエ
ア、他の構成要素、またはそれらのいくつかの組み合わせを含むことができる。
【０１２９】
　図１６に示されるように、装置１６００は、様々な図面に関して上述した機能の１また
は複数を実行することができる１または複数のモジュール１６０２、１６０４、１６０６
、１６０８、１６１０、１６１２、および１６１４を含むことができる。例えば、符号化
された情報を生成するためのＡＳＩＣ１６０２は、例えば上記で議論された構成要素３２
０に対応することができる。送信するためのＡＳＩＣ１６０４は、例えば上記で議論され
た構成要素３２４に対応することができる。デューティ・サイクリングのためのＡＳＩＣ
１６０６は、例えば上記で議論された構成要素３１２に対応することができる。ソース符
号化のためのＡＳＩＣ１６０８は、例えば上記で議論された構成要素３２０に対応するこ
とができる。波形符号化のためのＡＳＩＣ１６１０は、例えば上記で議論された構成要素
３２０に対応することができる。シグマ・デルタ変調符号化のためのＡＳＩＣ１６１２は
、例えば上記で議論された構成要素３２０に対応することができる。時間ホッピング・シ
ーケンスのためのＡＳＩＣ１６１４は、例えば上記で議論された構成要素３４２に対応す
ることができる。
【０１３０】
　装置１６５０は、様々な図面に関して上述した機能の１または複数を実行することがで
きる１または複数のモジュール１６５２、１６５４、１６５６、１６５８、１６６０、１
６６２、および１６６４を含むことができる。例えば、受信するためのＡＳＩＣ１６５２
は、例えば上記で議論された構成要素３４０に対応することができる。デューティ・サイ
クリングのためのＡＳＩＣ１６５４は、例えば上記で議論された構成要素３１２に対応す
ることができる。復号化のためのＡＳＩＣ１６５６は、例えば上記で議論された構成要素
３５２に対応することができる。ソース復号化のためのＡＳＩＣ１６５８は、例えば上記
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で議論された構成要素３５２に対応することができる。波形復号化のためのＡＳＩＣ１６
６０は、例えば上記で議論された構成要素３５２に対応することができる。シグマ・デル
タ変調復号化のためのＡＳＩＣ１６６２は、例えば上記で議論された構成要素３５２に対
応することができる。時間ホッピング・シーケンスを提供するためのＡＳＩＣ１６６４は
、例えば上記で議論された構成要素３４２に対応することができる。
【０１３１】
　図１７に示されるように、装置１７００は、様々な図面に関して上述した機能の１また
は複数を実行することができる１または複数のモジュール１７０２、１７０４、１７０６
、および１７０８を含むことができる。例えば、送信するためのＡＳＩＣ１７０２は、例
えば上記で議論された構成要素３２４に対応することができる。デューティ・サイクリン
グのためのＡＳＩＣ１７０４は、例えば上記で議論された構成要素３１２に対応すること
ができる。ランダム・シーケンスを提供するためのＡＳＩＣ１７０６は、例えば上記で議
論された構成要素３４２に対応することができる。符号化された情報を生成するためのＡ
ＳＩＣ１７０８は、例えば上記で議論された構成要素３２０に対応することができる。
【０１３２】
　装置１７５０は、様々な図面に関して上述した機能の１または複数を実行することがで
きる１または複数のモジュール１７５２、１７５４、１７５６、および１７５８を含むこ
とができる。例えば、受信するためのＡＳＩＣ１７５２は、例えば上記で議論された構成
要素３４０に対応することができる。デューティ・サイクリングのためのＡＳＩＣ１７５
４は、例えば上記で議論された構成要素３１２に対応することができる。ランダム・シー
ケンスを提供するためのＡＳＩＣ１７５６は、例えば上記で議論された構成要素３４２に
対応することができる。復号化するためのＡＳＩＣ１７５８は、例えば上記で議論された
構成要素３５２に対応することができる。
【０１３３】
　図１８に示されるように、装置１８００は、様々な図面に関して上述した機能の１また
は複数を実行することができる１または複数のモジュール１８０２、１８０４、１８０６
、１８０８を含むことができる。例えば、電力を使用するためのＡＳＩＣ１８０２は、例
えば上記で議論された構成要素３０２に対応することができる。デューティ・サイクリン
グのためのＡＳＩＣ１８０４は、例えば上記で議論された構成要素３１２に対応すること
ができる。充電するためのＡＳＩＣ１８０６は、例えば上記で議論された構成要素３１４
に対応することができる。変更するためのＡＳＩＣ１８０８は、例えば上記で議論された
構成要素３１６に対応することができる。
【０１３４】
　装置１９００は、様々な図面に関して上述した機能の１または複数を実行することがで
きる１または複数のモジュール１９０２、１９０４、１９０６、１９０８、および１９１
０を含むことができる。例えば、送信するためのＡＳＩＣ１９０２は、例えば上記で議論
された構成要素３２４に対応することができる。受信するためのＡＳＩＣ１９０４は、例
えば上記で議論された構成要素３４０に対応することができる。誤り訂正のためのＡＳＩ
Ｃ１９０６は、例えば上記で議論された構成要素３６２に対応することができる。デュー
ティ・サイクリングのためのＡＳＩＣ１９０８は、例えば上記で議論された構成要素３１
２に対応することができる。変更するためのＡＳＩＣ１９１０は、例えば上記で議論され
た構成要素３１６に対応することができる。
【０１３５】
　図２０に示されるように、装置２０００は、様々な図面に関して上述した機能の１また
は複数を実行することができる１または複数のモジュール２００２および２００４を含む
ことができる。例えば、通信するためのＡＳＩＣ２００２は、例えば上記で議論された構
成要素３０２に対応することができる。処理するためのＡＳＩＣ２００４は、例えば上記
で議論された構成要素３０４および／または構成要素３０６に対応することができる。
【０１３６】
　装置２０５０は、様々な図面に関して上述した機能の１または複数を実行することがで
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きる１または複数のモジュール２０５２、２０５４、および２０５６を含むことができる
。例えば、受信するためのＡＳＩＣ２０５２は、例えば上記で議論された構成要素３４０
に対応することができる。処理するためのＡＳＩＣ２０５４は、例えば上記で議論された
構成要素３０４および／または構成要素３０６に対応することができる。送信するための
ＡＳＩＣ２０５６は、例えば上記で議論された構成要素３２４に対応することができる。
【０１３７】
　図２１に示されるように、装置２１００は、様々な図面に関して上述した機能の１また
は複数を実行することができる１または複数のモジュール２１０２および２１０４を含む
ことができる。例えば、マルチキャストするためのＡＳＩＣ２１０２は、例えば上記で議
論された構成要素３０２に対応することができる。処理するためのＡＳＩＣ２１０４は、
例えば上記で議論された構成要素３０４および／または構成要素３０６に対応することが
できる。
【０１３８】
　装置２１５０は、様々な図面に関して上述した機能の１または複数を実行することがで
きる１または複数のモジュール２１５２、２１５４、および２１５６を含むことができる
。例えば、受信するためのＡＳＩＣ２１５２は、例えば上記で議論された構成要素３４０
に対応することができる。処理するためのＡＳＩＣ２１５４は、例えば上記で議論された
構成要素３０４および／または構成要素３０６に対応することができる。送信するための
ＡＳＩＣ２１５６は、例えば上記で議論された構成要素３２４に対応することができる。
【０１３９】
　上記したようないくつかの局面において、これら構成要素は、適切なプロセッサ構成要
素を介して実施されることができる。これらプロセッサ構成要素は、いくつかの局面にお
いて、本明細書で教示されるような構造を用いて少なくとも部分的に実現されうる。いく
つかの局面において、プロセッサは、これら構成要素の１または複数の機能の一部または
全てを実施するように構成されることができる。いくつかの局面において、破線の箱によ
って表される構成要素の１または複数は任意である。
【０１４０】
　上記のように、図１６乃至図２１の装置は、対応する構成要素の機能を提供する１また
は複数の集積回路を備えることができる。例えばいくつかの局面において、単一の集積回
路は、示された構成要素の機能を実施することができ、一方、他の局面において、２つ以
上の集積回路は、示された構成要素の機能を実施することができる。
【０１４１】
　さらに、図１６乃至図２１によって示される構成要素および機能、ならびに本明細書に
記載される他の構成要素および機能は、任意の適切な手段を使用して実施されうる。その
ような手段は、本明細書に教示されるような対応する構造を使用して少なくとも部分的に
実施されることもできる。例えばいくつかの局面において、符号化された情報を生成する
ための手段は、符号化器を備えることができ、送信するための手段は、送信機を備えるこ
とができ、デューティ・サイクリングのための手段は、状態コントローラを備えることが
でき、ソース符号化のための手段は、ソース符号化器を備えることができ、波形符号化の
ための手段は、波形符号化器を備えることができ、シグマ・デルタ変調符号化するための
手段は、シグマ・デルタ変調符号化器を備えることができ、時間ホッピング・シーケンス
を提供するための手段は、時間ホッピング・シーケンス・コントローラを備えることがで
き、受信するための手段は、受信機を備えることができ、復号化のための手段は、復号器
を備えることができ、ソース復号化のための手段は、ソース復号器を備えることができ、
波形復号化のための手段は、波形復号器を備えることができ、シグマ・デルタ変調復号化
するための手段は、シグマ・デルタ変調復号器を備えることができ、ランダム・シーケン
スを提供するための手段は、時間ホッピング・シーケンス・コントローラを備えることが
でき、電力を使用するための手段は、トランシーバを備えることができ、充電するための
手段は、充電回路を備えることができ、誤り訂正するための手段は、誤り訂正プロセッサ
を備えることができ、通信するための手段は、トランシーバを備えることができ、処理す



(31) JP 2009-535933 A 2009.10.1

10

20

30

40

50

るための手段は、プロセッサを備えることができ、マルチキャストするための手段は、ト
ランシーバを備えることができ、かつ変更するための手段は、パルス・タイミング・コン
トローラを備えることができる。そのような手段の１または複数は、図１６乃至図２１の
プロセッサ構成要素の１または複数に従って実施されることもできる。
【０１４２】
　当業者は、情報および信号が、任意の様々な異なる技術および技法を使用して表され得
ることを理解するであろう。例えば、上記記載を通して参照されることができるデータ、
命令、コマンド、情報、信号、ビット、シンボル、およびチップは、電圧、電流、電磁波
、磁界または粒子、光学場または粒子、あるいは任意のそれらの組み合わせによって表さ
れることができる。
【０１４３】
　当業者は、さらに、任意の様々な例示的な論理ブロック、モジュール、プロセッサ、手
段、回路、および本明細書に開示される局面に関して記載されるアルゴリズム・ステップ
が、電子ハードウエア（例えば、ソース符号化またはいくつかの他の技術を使用して設計
されることができる、デジタル実施、アナログ実施、またはこれら両者の組み合わせ）、
命令を組み込むプログラムまたは設計符号の様々な形態（本明細書において便宜のために
「ソフトウエア」または「ソフトウエア・モジュール」と称することができる）、あるい
は両者の組み合わせとして実施されうることを理解するであろう。ハードウエアおよびソ
フトウエアのこの相互置換性を明瞭に示すために、様々な例示的な構成要素、ブロック、
モジュール、回路、およびステップが、それらの機能に関して一般に上述された。そのよ
うな機能が、ハードウエアまたはソフトウエアとして実施されるかどうかは、システム全
体に課される特定の用途および設計制約によって決まる。当業者は、各特定の用途に関す
る様々な方法で記載された機能を実施することができるが、そのような実施決定は、本開
示の範囲から逸脱させるものとして解釈されるべきではない。
【０１４４】
　本明細書に開示される局面に関連して記載された様々な論理ブロック、モジュール、お
よび回路は、集積回路（「ＩＣ」）、アクセス端末、またはアクセス・ポイント内で実施
され、または集積回路（「ＩＣ」）、アクセス端末、またはアクセス・ポイントによって
実行されることができる。ＩＣは、汎用プロセッサ、デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）
、アプリケーションに特定の集積回路（ＡＳＩＣ）、フィールド・プログラム可能なゲー
トアレイ（ＦＰＧＡ）または他のプログラム可能な論理デバイス、ディスクリート・ゲー
トまたはトランジスタ論理、ディスクリート・ハードウエア構成要素、電子構成要素、光
学構成要素、機械構成要素、または本明細書に記載される機能を実行するように設計され
たその任意の組み合わせを備えることができ、かつＩＣ内、ＩＣの外部、またはそれらの
両方にあるコードまたは命令を実行することができる。汎用プロセッサは、マイクロプロ
セッサであることができるが、代わりにプロセッサは、任意の従来のプロセッサ、コント
ローラ、マイクロコントローラ、または状態機械であることができる。プロセッサはまた
、計算デバイス、例えばＤＳＰとマイクロプロセッサとの組み合わせ、複数のマイクロプ
ロセッサ、ＤＳＰコアに関連する１または複数のマイクロプロセッサ、または任意の他の
そのような構成の組み合わせとして実施されることができる。
【０１４５】
　任意の開示されたプロセスにおける任意の特定の順番または階層は、サンプル・アプロ
ーチの実施例であると理解される。設計優先度に基づいて、プロセスにおけるステップの
特定の順番または階層は、再構成されることができ、一方、本開示の範囲内のままである
ことが理解される。方法クレームは、サンプル順番における様々なステップの要素を示し
、示された特定の順番または階層に制限されることを意味するものではない。
【０１４６】
　本明細書に開示される局面に関連して記載された方法またはアルゴリズムのステップは
、ハードウエア、プロセッサによって実行されるソフトウエア・モジュール、またはそれ
ら両者の組み合わせで直接実現されることができる。ソフトウエア・モジュール（例えば
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、実行可能な命令および関連するデータを含む）および他のデータは、ＲＡＭメモリ、フ
ラッシュメモリ、ＲＯＭメモリ、ＥＰＲＯＭメモリ、ＥＥＰＲＯＭメモリ、レジスタ、ハ
ードディスク、リムーバブル・ディスク、ＣＤ－ＲＯＭ、または従来技術で知られている
任意の他の形態のコンピュータ可読格納媒体にあることができる。サンプル格納媒体は、
プロセッサが、格納媒体から情報（例えば、コード）を読み出すことができかつ情報を書
き込むことができるように、例えばコンピュータ／プロセッサ（本明細書で便宜のために
「プロセッサ」と呼ばれることができる）などの機械に結合されることができる。サンプ
ル格納媒体は、プロセッサに集積されることができる。プロセッサおよび格納媒体は、Ａ
ＳＩＣに存在することができる。ＡＳＩＣはユーザ機器に存在することができる。代わり
にプロセッサおよび格納媒体は、ユーザ機器内のディスクリート構成要素としてあること
ができる。さらにいくつかの局面において、任意の適切なコンピュータ・プログラム製品
は、１または複数の開示の局面に関連するコード（例えば、少なくとも１つのコンピュー
タによって実行可能である）を備えるコンピュータ可読媒体を備えることができる。いく
つかの局面において、コンピュータ・プログラム媒体は、パッケージング材料を備えるこ
とができる。
【０１４７】
　開示された局面の前記記載は、任意の当業者が本開示を行いまたは利用することを可能
にする。これら局面に対する様々な修正は、当業者には容易に明らかであり、本明細書に
規定された総括的な原理は、開示の範囲から逸脱することなく他の局面に適用されること
ができる。従って、本開示は、本明細書の範囲に限定されることを意図されないが、本明
細書に開示される原理および新規な特徴と一致する最も広い範囲に従うべきである。
【図面の簡単な説明】
【０１４８】
【図１】無線通信システムのいくつかのサンプル局面の単純化されたブロック図。
【図２】いくつかのサンプル・パルス波形の単純化された図。
【図３】無線デバイスのいくつかのサンプル局面の単純化されたブロック図。
【図４】パルスを送信するために実行されうる動作のいくつかのサンプル局面のフローチ
ャート。
【図５】パルスを受信するために実行されう動作のいくつかのサンプル局面のフローチャ
ート。
【図６】可変符号化レートにパルスの送信を適合するために実行されうる動作のいくつか
のサンプル局面のフローチャート。
【図７】パルス間デューティ・サイクリングを提供するために実行されうる動作のいくつ
かのサンプル局面のフローチャート。
【図８】パワー・オン状態の間に容量性要素から電力を提供するために実行されうる動作
のいくつかのサンプル局面のフローチャート。
【図９】いくつかのサンプル電流フルー波形の単純化された図。
【図１０】共通周波数帯域にわたるパルスのシーケンシャルな送信および受信を示すサン
プル・パルス波形の単純化された図。
【図１１】共通周波数帯域にわたるサブパケットの送信および受信のために実行されうる
動作のいくつかのサンプル局面のフローチャート。
【図１２】パルス衝突を説明するために実行されうる動作のいくつかのサンプル局面のフ
ローチャート。
【図１３】無線通信システムのいくつかのサンプル局面の単純化されたブロック図。
【図１４Ａ】マルチキャスト・セッションを提供するために実行されうる動作のいくつか
のサンプル局面のフローチャート。
【図１４Ｂ】マルチキャスト・セッションを提供するために実行されうる動作のいくつか
のサンプル局面のフローチャート。
【図１５】ビットを表すために複数のパルスを使用する可能な効果を示すサンプル波形の
単純化された図。
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【図１６】無線装置のいくつかのサンプル局面の単純化されたブロック図。
【図１７】無線装置のいくつかのサンプル局面の単純化されたブロック図。
【図１８】無線装置のいくつかのサンプル局面の単純化されたブロック図。
【図１９】無線装置のいくつかのサンプル局面の単純化されたブロック図。
【図２０】無線装置のいくつかのサンプル局面の単純化されたブロック図。
【図２１】無線装置のいくつかのサンプル局面の単純化されたブロック図。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４Ａ】
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【図１４Ｂ】

【図１５】

【図１６】

【図１７】 【図１８】

【図１９】
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【図２０】 【図２１】
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